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1　はじめに
　フランスにおける国の会計において，2001年に改正された財政に関する国家組織法（LOLF：
loi　organique　relative　aux　lois　de　finances）の第27条で，会計の正規性（r6gularit6）に加
えて誠実性（sinc6rit6）と忠実な写像（image　fidさ1e）という表現が初めて導入され，国が行う
特殊性のあるものを除いて，国の会計は企業会計と相違がないとされた。この法律に基づいて
2002年には予算省の下に公会計基準委員会（comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique）が
創設され，2004年に最初の国の会計基準（recuei1　des　norms　comptables　de　1’Etat）が公表さ
れた。これらの改革に基づいた財務諸表が2006年度の決算で初めて作成され，それに対する会
計検査院の決算監査がLOLFの58条の4に基づき初めて実施された。
　この会計基準の概念フレームワークのH．4によれば（1），決算における財務諸表の作成によって，
行動のコストが明示され，サービス向上などの目的設定とその結果の比較が可能になり，国の経
営・管理に関する有用な情報を提供できるとする。会計検査院による国の財務諸表の監査証明は，
作成された財務諸表に合理的な保証を与えることにより（2），国の予算作成の手助けをし，公共政
（1）　Comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique（2009），　p．9．
（2）　Cour　des　comptes，（2010a），　p．3．
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策の運営効果を改善することにある③。フランスでは国の財務諸表に関する監査証明の監査基準
自体は存在しないが，特に国際会計士連盟（IFAC）の国際監査基準（ISA）を参照して監査が
実施されている（4）。監査意見は，会計処理に関する意見の不一致または監査の実施における制約
の重要性に応じて，無限定適正意見・限定付適正意見・意見不表明のいずれかになる（5）。
　本稿の目的は，フランスの国の財務諸表に関する監査証明の現状を，主に監査報告書の分析を
中心として，詳細に検討することにあり，それは，将来の日本の国の会計や決算監査の改革に資
するところが大きいと考える。現金主義を基礎にした日本の国の会計において，企業会計並みの
財務諸表の作成とその会計監査の実施はまったくの夢物語である。ところがフランスではそれが
実践され，限定付適正意見という監査意見が会計検査院によって表明された。公会計の先進国と
して知られるアメリカでは国の財務諸表に対して監査意見の不表明が会計検査院によって示され，
イギリスでは監査意見もまだ表明されていない。フランスの会計検査院の先進性と，国の会計の
改革に果たす監査意見の重要な役割が強く認識されていることの顕れである。
　会計検査院は2006年度の最初の監査証明で（6），その任務は財務諸表の会計基準に対する準拠
性監査であり，財務諸表の評価は排除されるとしていた。ところが2009年度の監査証明には，
「国の会計改革の進展に付き添うという建設的なアプローチを採用する」（7）とあり，現実には監査
における指導機能の発揮に特に重点を置いている。Huby（2009）によれば，会計検査院は2006
年度からすでに監査における教育的・啓蒙的なアプローチを採用し（8），意見不表明にできるほど
の⑨重大な欠陥がありながら，限定付適正意見を表明し⑩，国の会計改革に向けて関係者を諭し
ていく姿勢を示している。なお2009年度の監査証明で会計検査院は，無限定適正意見への段階
的移行に向かっていると表明している（11）。
　監査証明の除外事項は2006年度に13件，2007年度と2008年度に12件，2009年度に9件と
その数が減少している。過年度の除外事項が解除されたことが，減少に繋がっていることもある
が，除外事項は項目ごとに多数の問題が個別に指摘され，現実には全体でおびただしい数の除外
事項から成っている。その除外事項の存在のために監査証明は長文式となっているが，その内容
そのものが，現在のフランスの国の財務諸表に関する監査証明の特色をもっともよく表すだけで
なく，フランスにおける国の会計の改革の現状や国の会計基準の基本的概念と運営の現状を把握
する第1級の一次資料となっている。
　会計検査院の監査証明における除外事項は項目別に記載されているが，その内容は非常に複雑
多岐に渡っており，報告書の構成を尊重しながらも，新しい解釈を加えて次のような再分類をし
（3）　Ibid．，　P．2．
（4）　Huby（2009），　p．54．およびCour　des　comptes，（2010a），　p．3．
（5）　Cour　des　comptes，（2010a），　pp．　3－4．
（6）　Cour　des　comptes（2007），　p．3．
（7）　Cour　des　comptes，（2010a），　p．1．
（8）　Huby（2009），　p．278．
（g）　Ibid．，　p．276．
（10）　Ibid．，　p．280．
（11）　Cour　des　comptes，（2010a），　p．正．
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全貌を把握しようとした。それはまず，検査院の分類通りに会計システムの監査と内部統制の監
査を皿で検討し，次に資産・負債・費用・収益という属性に分けて監査上の問題点を吟味したこ
とである。後者は具体的には，IVの固定資産と棚卸資産の監査，　Vの国の資本参加を示す金融資
産と現金資金の監査，VIの調整費用と調整負債などから成る負債と費用の監査，およびV皿の統治
権的収益などから成る収益の監査である。これらの監査に触れる前に国の財務諸表と会計基準お
よび監査証明についてHで簡単なまとめを行った。
ll　フランスにおける国の財務諸表と監査証明
1　フランスにおける国の財務諸表の特色
　国の会計基準は，フランスの企業会計の指針であるプラン・コンタブル・ジェネラルと国際公
会計基準および国際会計基準を参照にして作成され，その構成は概念フレームワークと15の個
別の基準から成っている。その15の基準の内容は，（1）財務諸表，（2＞費用，（3）統治権的収益，（4）
その他の収益，（5）無形固定資産，（6）有形固定資産，（7）金融資産と金融商品，（8）棚卸資産，（9）流動
資産，⑯現金資金，（11）金融負債と金融商品，⑫リスク。費用性引当金等，a3）注記，（1の会計方針，
㈲後発事象，である。フランスの公会計基準のフレームワーク皿．1は7つの会計原則を示して
いる（’2）。それは，正規性の原則，誠実性の原則，忠実な写像の原則，期間分離の原則（principe
de　sp6cialisation　des　exercises），ゴーイング・コンサーンの原則（principe　de　continuit6
d’exploitation），継続性の原則（principe　de　permanence　des　m6thodes）・良質の情報の原則
（principe　de　bonne　information）である。
　最初の3つの原則はLOLFの27条に示されたものである。期間分離の原則は主に損益計算に
関するものであり，貸借対照表に関しては，期首貸借対照表不可侵の原則（principe　d’intangi－
bilit6　du　bilan　d’ouverture）に従うべきとされる（13＞。また良質の情報の原則における良質の情
報とは，理解可能性（intelligibilit6）・検証可能性（pertinence）・信頼性（fiabilit6）を示して
いる。さらにGilles（2009）によれば（14），純額主義的な会計処理ではなく，全額主義的な会計処
理を求める相殺禁止の原則（principe　de　non－conpensation）も重視されている。
　国の決算において作成される財務諸表（6tats　financiers）は，表1に示した貸借対照表（tab－
leau　de　la　situation　nette），成果計算書（compte　de　r6sultat），表5に示した現金収支計算書
（tableau　des　flux　de　tr6sorerie）および注記（annexe）から成る。成果計算書は，表2・3・4
に示した，純費用計算書（tableau　de　charges　nettes）と統治権的収益計算書（tableau　de
produits　r6galiens　nettes）および最終期間損益計算書（tableau　de　d6termination　du　solde
des　op6rations　de　1’exercise）の3つの部分から成る。
（12）　Comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique（2009），　pp．11－13
（13）　Gilles（2009），　p．167．
（14）　Ibid，　p．168．
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図表1国の貸借対照表（Comit色　des　norms　de　comptabili6　publique，2009，　p．25．）
N期
総額 減価償却または減損 純額
固定資産
無形固定資産
有形固定資産
金融資産
固定資産合計
流動資産（現金当座資産を除く）
棚卸資産
債権
税金・罰金の未納分
売掛金
その他
前払費用
流動資産合計
現金当座資産
現金当座資産
収納・出納中の割引額
その他の現金当座資産
現金当座同等物
現金当座資産合計
調整勘定
資産総計（1）
金融負債
流通証券
非流通証券
その他の借入金
金融負債合計
非金融負債（現金当座負債は除く）
経常負債
調整負債
未収収益
その他の非金融負債
非金融負債合計
リスク・費用性引当金
リスク性引当金
費用性引当金
リスク・費用性引当金合計
その他の負債（現金当座負債は除く）
現金当座負債
国庫やその他の法人
その他
現金当座負債合計
調整勘定
負債総計（ll）
前期繰延
再評価・統合による乖離
年次損益
純余剰（皿＝1－H）
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　　　　図表2純費用計算書（Comit6　des　norms　de　comptabili6　publique，2009，　p．26．）
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純　費　用　計　算　書
　人件費
　購買・在庫品の変動・外部給付
　減価償却費・引当損・減損
　その他の経常費用
　　直接経常費用小計（1）
　公的サービスの経費に対する国庫補助金
　引当損
　　間接経常費用小計（II）
　　経常費用総額合計（皿＝1＋皿）
　販売・サービスの供与
　在庫品・資産の製造
　引当金・減損の戻入
　その他の収益
　　経常収益合計（IV）
経常費用純額合計（V＝H卜IV）
　家計への移転
　企業への移転
　地方自治体への移転
　その他の自治体への移転
　国の債務保証からの出費
　引当損・減損
　　調整費用合計（VI）
　第三者からの寄与
　引当金・減損の戻入
　　調整収益合計（V皿）
調整費用純額合計（VOI＝VI一珊）
　支払利息
　相場変動による損失
　減価償却・引当損・減損
　その他の金融費用
　　金融費用合計（双）
　資産からの収益
　相場変動による収益
　引当損・減損の戻入
　その他の収益
　　金融収益合計（X）
金融費用純額（X工＝X－IX）
純費用総額（X皿＝V＋V皿＋X【）
N期 N－1期 N－2期
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　　　図表3統治権的収益計算書（Comit6　des　norms　de　comptablit6　publique　2009，　p．27．）
統治権的収益計算書 N期 N－1期 N－2期
所得税
法人税
給与税
ガソリン税
付加価値税
登録税。印紙税・その他の間接税
その他の税収入
税収益純額合計（測）
罰金・その他の罰則
その他の統治権的収益純額合計（W）
GDPを基礎にしたヨーロッパ連合の予算に対する負担分
付加価値税を基にしたヨーロッパ連合の予算に対する負担分
ヨーロッパ連合の予算に対する負担合計（XV）
統治権的収益純額合計（XIV＝X皿十XU　一　rv）
図表4最終期間損益計算書（Comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique　2009，　p．27．）
最終的期間損益計算書 N期 N－1期 N－2期
経常費用純額（V）
調整費用純額（V皿）
金融費用純額（XI）
費用純額（X皿）
税収益純額（畑）
その他の統治権的収益純額（W）
ヨーロッパ連合の予算に対する負担分（XV）
統治権的収益純額（測）
年次損益（㎜＝XVI－XH）
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　　　図表5現金収支計算書（Comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique　2009，　p．28．）
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現金収支計算書
収納
　　　販売・サービスの供与
　　　その他の経常収入
　　　税金
　　　その他の統治権的収入
　　　受取利息。受取配当
　　　その他の収入
出納
　　人件費
　　購買・外部給付
　　税の還付と修正
　　その他の経常支出
　　公的サービスの経費に対する国庫補助金
　　調整費用の支出
　　国の債務保証による支出
　　支払利息
　　その他の出納
営業活動に関するキャッシュ・フロー（1）
　資産の取得
　　　有形・無形固定資産
　　　金融資産
　資産の譲渡
　　　有形・無形固定資産
　　　金融資産
投資活動に関するキャッシュ・フロー（ll）
　国債の発行
　　　長期債
　　　中期利付債
　　　割引債の残高
　国債の償還（短期債を除く）
　　　譲渡性証券
　　　　長期債
　　　　中期利付債
　　非譲渡牲証券
金融商品に関するフロー
財務活動に関するキャッシュ・フロー（皿）
キャッシュ・フローの変動高（rv　＝＝1＋H＋皿＝VI－V）
期首キャッシュ・フロー残高（V）
期末キャッシュ・フロー残高（VI）
N期 N－1期 N－2期
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2　国の決算監査の特色
　（1）期中監査と期末監査
　期中監査は当該年度の9月から12月までに実施される。期中監査は省庁の横断的監査と特定
の省庁に対する個別監査から成る。2009年度の期中監査において，281の勧告を含んだ15の報
告書と199の勧告を含んだ12の暫定意見書が作成された。期中監査では，会計処理方法の正し
い適用と内部統制の規定の有効性が監査され，会計上の重要な虚偽表示のリスクが評価される。
会計検査院の監査証明は，国の財務諸表とともに翌年の6月1日までに議会に提出しなければな
らない。しかし決算の締切は12月31日にもかかわらず，最大20日までの補正期間が設けられ
ている。2009年度の決算では2010年3月4日に最初の収支計算書が得られたが，検査院の期末
監査の期間は21日しかなかった。
　期末監査では，取引や会計処理の試査および期間比較による分析的手続が実施された。会計官
の精算の正確性に関する監査も実施された。予算と会計を統合するシステムが不在の中，国の財
政状況をグローバルな観点から把握するために，議会の承認を受ける，成果計算と予算の収支計
算および財源能力を見る国民会計の3つの整合性と結びつき（15）について監査が実施された。国
の財務諸表の注記情報の質についても監査が実施された。2007年度における期中監査と期末監
査の日程は図表6に示した通りである。
　2009年度には，期末監査に際して107の修正要求を含んだ188の監査意見書が作成され，前
年度よりは96少なくなった。作成者の修正が妥当と検査院に判断された60の修正要求事項の財
務諸表に対する影響は次のとおりである。まず成果計算書の数字を30億ユーロ増加させるとと
もに51億ユーロ減額させ，貸借対照表の数字を379億ユーロ増加させるとともに225億ユーロ
減額させ，注記の額の160億ユーロの増加と成果計算書と貸借対照表への再分類がそれぞれ26
億ユーロと2億ユーロであった。検査院と修正に見解の相違があった残りの43の修正項目の影
響は特に貸借対照表で大きく，検査院の要求では634億ユーロの減少になるものが修正では逆に
5億ユーロの増加になっていた。
　なお検査院と財務諸表の作成者および各省庁の間で意見の交換が継続的に実施され，最終報告
に関して関連省庁や部局の異議申し立てや公聴会が行われた。
②　監査報告書の構成
監査報告書の構成は最新の2009年度版については次の通りである。
　①　導入
　②2009年度決算に対する会計検査院の監査意見
（15）　国の会計基準の概念フレームワークにおいて（Comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique　2009，
　pp．　9－10．），成果計算と予算の収支計算および財源能力を見積もる国民会計の関係を明らかにすること
　の重要性が指摘されている。
（27） フランスにおける国の財務諸表に関する監査証明の新展開 27
図表62007年から2008年の期中監査と期末監査の日程（Huby，2009，　pp．475－476）
7月19日
7月31日
9月5日
12月1日
12月7日
12月12日
12月17日
正月16日
1月17日
1月21日～4月4日
4月9日
4月16日
4月22日
4月25日
5月5日
5月6日
5月7日
5月9日
5月13日
5月20日
5月19日・20日
5月21日
5月22日
5月22日
会計の評価項目メモの概要と期中監査の監査計画の提示
期中監査の告示
期中監査の開始
共同部会議による監査証明の指令書の採択期限
期中監査報告書の提出
会計の評価項目メモの提出
会計の評価項目メモとそれ以外の期中監査報告書の合議
期末監査の監査計画の提示
関係省庁に対する期末監査の告示
期末監査
期末監査の報告書の提出
監査証明の草案の提出
共同部会議による監査証明の草案の審査
公聴会のため監査証明の草案を予算省・財務経済雇用省など各省庁に送付
関係省庁の責任者の出席による共同部会議の公聴会の開催
共同部会議による監査証明の最終案の合議
監査報告・計画委員会による監査証明の草案の審議
予算省および関係省庁に書面で回答を求めるために監査証明の草案を送付
（財政裁判所法典法律137条の3）
監査報告・計画委員会による監査証明最終案の審議
関係省庁からの書面による回答の受け取り
2007年度の文書作成を担当する評定会議の組織員による評議
評定会議による監査証明の最終案の採択
記者会見
議会・大臣・国務院に監査証明を送付
　　③監査意見の表明理由
　　④2009年度の決算監査の要約
　①は，会計検査院の任務・監査証明の狙い・財務諸表の構成・財務諸表の作成者・監査証明の
目的・意見表明の基準からなる。②は前年度の除外事項の解除項目と今年度の除外事項項目の要
約である。③は②で触れられた除外事項の解除と除外事項の詳細な記述から成り，除外事項は重
要な除外事項とその他の除外事項に分かれている。④は監査の実施についての要約であり，期中
監査と期末監査の要約や監査によって指摘された項目の決算に対する影響が記載されている。
皿　会計システムと内部統制の監査
1　会計システムと内部統制の監査の重要性
　導入予定の会計システムの導入の断念や新会計システムの未導入の中で，最初の本格的な財務
諸表の作成が2006年度の決算から実施された。会計システムと内部統制は，財務諸表作成にお
ける会計手続の信頼性の根幹をなすものである。しかし会計検査院の監査証明は，本来会計シス
テムや内部統制の監査証明ではない。しかしその不備が多いとして，2006年度から4年連続で
重要な除外事項が付された。
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　会計システムと内部統制の監査の多くは横断的監査と個別監査に分かれる期中監査として実施
された。横断的監査は会計上のリスクを抑える規定の整備に関するもので，各省庁の内部統制の
検査と内部監査の整備状況の検査を主なものとする。個別監査は，全監査サイクルに関連する手
続の監査や，個々の省庁における新会計システムChorusの受け入れ準備体制の監査を主なもの
とする。期中監査では，国の決算に結合されるオペレータについても，会計システムの組織や会
計書類の質に関する検査が実施される。また国の会計と関係する取引に関する社会保険機関の内
部統制についても監査が実施されている。さらに国の会計システムに関するリスクを評価するた
めに情報監査も実施された。期末監査においても場合によっては，内部統制の隅々にわたる再検
査が実施されている。
2会計システムに関する不備
　財務諸表の作成者が，新公会計基準に沿った財務諸表の作成の困難性を，会計システムの問題
にしていない点は評価されるが，システムの統合性の欠如や多くの手作業による処理が2006年
度の監査を困難なものにした。2007年度の監査では，会計システムの統合が不十分である上に，
システムを使う者に対して統一した処理規定がないので，同じ性格の項目についても処理が様々
であり，2007年度だけでも1千万ユーロを超える支出の項目に関して251もの独自の会計様式
が現れている。
　2007年期首の勘定残高についても，「期首貸借対照表不可侵の原則」に反して，2006年度末の
勘定残高に多くの手作業の修正が行われている。さらに270万の手作業の記帳や200万人の公務
員の給与システムなど，会計処理の自動的なチェックが効かず，システム上の勘定の流れの探査
が不可能で手作業の監査が必要であった。また記帳のコード化がなく，，残高がゼロになった勘定
と相殺された勘定を突合することができない問題は4期連続で続いている。
　2008年度の監査では，同規模の資産を持つ民間企業の10倍以上にもなり，全体で3，600万に
上る記帳のうち，70％は国の勘定の収支に直接関係ないものであるが，その識別ができない。な
お2009年度の監査でもこの問題の指摘が続き，勘定の中には人工的に数字が膨らんでいるもの
もあるとする。また公務員の給与を処理するシステムと責任者の資料との突合が不十分であり，
8，700もの会計様式の存在はその増加数が減少傾向にあるといっても，会計方針の継続性が確保
されない。
　国の助成を受ける機関に対する未払費用や負債は2008年度末で160億ユーロになるが，その
実在性を確保するたあの「確認」の手続が，相手側の会計の不備により十分に実施できない。
「確認」の手続は中央と社会保険の機関に限られ，地方では不可能である。現在のシステムでは
負債は期末にまとめて認識され，発生主義による計上は不可能である。2008年度においても250
万の手作業の会計処理があり，その内容も説明不足でそれを類別する手段もなく，検査院の手作
業の検査では監査も不十分になった。次年度から，税務以外の費用・収益に関する全省庁の会計
処理を統合する新会計システムChorusが導入されるが，2008年度に指摘した問題が解決され
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るか不確実性が残る。
　2009年度の監査ではまず，税務係争引当金の計算システムで管理されている係争の行方に関
する資料と，国の財務諸表の数字を突合することができなかった。また納税責任者の基礎台帳に
関して，公財務局と税関・間接税の責任部署のシステムが共有化されておらず，納税資産の減損
に対する引当金の評価が，この2つのシステムで検出されるリスクの評価と緊密に連結していな
い。さらに，防衛省のシステムも統治権的収益を処理するシステムも権利と義務の発生と対応し
ておらず，手作業や機械による再処理が必要で，誤謬が発生する源泉となっており，全体として
統合された処理がされているかを検証できない。
　2008年度に続いて，監査手続の「確認」を実施する相手を識別する基礎資料がなく，従来の
現金主義的な会計処理の継続のために，経過勘定の手作業の調査が必要であった。たとえば，防
衛省から検査院に提出された13の対人勘定を処理する会計システムにおいて，前受金と前払金
の金額に説明不明の乖離がそれぞれ6億ユーロと48億ユーロ発生していた。新会計システム
Chorusの対人勘定にも十分な信頼性はなく，記帳の無意味な重複が複数の対人勘定に発見され
た。注記についても，多数の誤謬の発見や，資料の不足，会計システム外の多数の再処理があり，
その信頼性は不十分としている。比較可能性の担保のために，会計基準の変更や誤謬の修正にと
もなう前年度の財務諸表の変更が2009年度に始めて実施されたが，網羅性の観点から大きな疑
問が残った。
　2009年度に使われた会計様式は1万を超えさらに増加し，継続性や適正な統制手段の欠如か
ら，勘定間や金額の整合性を確認することは困難であった。現在の集中化システムでは，納税の
会計手続きや税金の額や配分など，性格上非常に複雑にならざるをえない統治権的収益の会計処
理のために，会計書類の作成者は作成した書類の顛末を調べる会計的手段を持ち合せていない。
新会計システムChorusでは多くの場合，法律的な義務を発生と同時に把握することは保証され
ておらず，経過勘定の処理が自動的に処理されないため，完全実施時期が2012年の1月に延期
された。現在の状況では，システムを結ぶ多数の付属の勘定が必要であり，勘定の流れを把握す
ることは困難で，権利と義務の発生に基づいた税金の収納や出納を会計処理する新システムの導
入は早くても2012年になるとする。
3　内部統制に関する不備
　2006年度の内部統制の整備の進展状況に関しては，省庁や部局ごとに大きな相違があり，国
の財務諸表における虚偽表示のリスクを合理的な水準まで下げるに到っていない。内部監査につ
いても，恒常的な実施に向けた組織や規定作成が不十分である。2007年度では，会計官の業務
に関係する出納命令と出納の書類の抽出検査により，出納命令に到る契約義務の発生をたどるこ
とができないものが60％あった。また会計官の内部検査では0．44％とされていた会計の誤謬率
が，重要なものだけでもO．62％あり，全体でも3．64％と誤謬の過小評価が生じていた。内部監査
については，農業省と予算省の公会計局と税務局および関税・間接税務局でのみ効力が発揮され
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ていた。
　2008年度では，省庁の内部統制の整備は地方にまで十分に行き渡っておらず，内部統制の規
則の整備も不十分で，組織の整備や文書化についても初歩的な段階である。内部監査の整備は
2007年度と比較してほとんど進展がなく，整備の優先順位もない。独立採算の組織と運用規定
ができているのは，2つの財務関連の省庁と農林水産省のみである。
　2009年度の内部統制の整備に関しては，制度化と文書化という観点から中央省庁では進展が
見られるが，地方での進展は遅く，環境省や農林水産省は，地方，特に県において，その制度化
や文書化の段階をまだ完了していない。文化通信省においても，地方の出先機関のレベルで内部
統制の整備は不十分である。また国の組織改革に伴う新しい組織の創設や，責任の委譲の新しい
形態，支払命令者と会計官の相互協調を進める会計システムChorusの導入などに，内部統制の
整備が追いついていない。
　検査院が監査に利用できる内部監査組織の数は，予算省と経済財務省や防衛省など限定的であ
り，2010年には農林水産省と環境省が加わる。社会省ではまだその完成段階には到っておらず，
法務省では構築の段階となっている。内務省・教育省・高等教育科学省・文化通信省。外務省に
ついても，状況は余り変化がなく，内部監査の機能の展開はそれを利用できる運営段階には到っ
ていない。
IV　固定資産と棚卸資産の監査
1　固定資産・棚卸資産会計の特色
　有形・無形固定資産の評価に関しては，原則として取得原価または製作原価によっている。し
かし国の会計基準6の2．1．2．2によれば（16），道路や刑務所などは減損分を差し引いた取替原価で
評価され，歴史的建造物や墓地および2006年度以前に取得した美術品などは象徴的な価値で評
価される。棚卸資産の原価は，公会計基準8の2．3（17）によれば，先入先出法または平均法によっ
て評価される。なおこれらの資産が減価している場合には減損処理が求められる。これらの資産
について，測定や評価に問題があるとして2006年から4年連続で重要な除外事項が付されてい
る。また国の固定資産と棚卸資産の中では防衛省の資産の重要性が特に大きく，防衛省とそれ以
外の省庁に分けた記載が監査報告書でもとられている。
2　防衛省の資産の評価の不備
（1）固定資産の評価に関する不備
①　2006年度
2006年度の決算については，防衛省の資産は国の資産の4分の1に達するが，注記にも記載
（16）　Comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique（2009），　p．94．
（17）　Ibid．，　p，130．
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があるように，軍事衛星や核ミサイルなどかなりの資産について記帳漏れがある。多くの資産の
原価が軍の情報システムに記載された額を基に評価されており，取得原価で評価されていない。
また他の省庁で採用されている1万ユーロという資産計上の金額的下限と防衛省の定める下限が
並列する問題がある。
　国の会計基準6の2．1．2㈹によれば，取得原価が不明の場合には，統計的手段の利用が認めら
れるが，その場合でもカタログの価格など信頼性のある資料を基礎とするべきである。防衛省の
資産の大部分には軍の情報システムに責任者への仕切書が添付されておらず，価格の記載さえな
いため，統計的手法の利用を正当化することはできない。減価償却されてないもっとも重要な資
産については，省内で統一され洗練された方法での再評価が望ましい。減価償却の耐用年数も使
用可能期間を反映していないものや，統一的な償却がまったく実施されていないものがあった。
　②2007年度
　2007年度に関しては，設備は防衛省の情報システムを基礎として評価されているが，取得原
価による評価の基準を満たしていない。防衛省のシステムでの評価では，評価の日付も不明で，
省内の会計規則により取替時の現在価値で評価されている場合が多い。価格表や目録を基にした
見積もり評価や，2006年以前の物件における仕切書の発見の困難性に加えて，2006年度と2007
年度の購入物件において証拠書類が頻繁に欠如していた。
　国によって民間の利用が自由に認められている資産が，防衛省の資産として計上されていない。
そのうち3つの衛星は計上されており，4つ目も次年度に計上予定である。しかし民間の利用者
の手にあるものや北大西洋条約機構（OTAN）の勘定コードがないものなど，防衛省のシステ
ムで調査できないものは計上されていない。船舶を除いた海軍の施設や特に港湾設備・試験台・
車両設備も同様である。極秘資産に関しても，国防上の配慮を加えた修正をした上で評価がされ
るべきである。2006年度の検査院の監査で指摘した設備の耐用年数の訂正が実施されておらず，
資産の過小評価が続いている。棚卸資産の減損評価は実施されているが，固定資産の減損処理は
ほとんどない。そのため，有形固定資産の70％以上のものに信頼性がない。
　③　2008年度
　防衛省の資産は2008年度末で総額1，770億ユーロに上る。数千に上る表計算ソフトによる会
計処理や全体の16％しか評価・計上されていない古い資産については課題が多い。18の船舶や
潜水艦の評価額が2007年と比較して30％も減少しているなど，防衛省の時価評価ともとの評価
額に乖離が生じており，その正当化も不十分である。防衛省のシステムでは2003年からの市場
のデータしかなく，軍が直接購入した資産は軍のシステムのデータをもとに評価されており，会
計基準に準拠した評価とは言えない。
　④2009年度
　2008年度末に防衛省が検証不能としたものが2009年度末にも計上されており，総額600億ユー
（18）　1bid．，　p．93．
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ロと見積もられ，主要なものは2006年以前に取得されたものである。1万ユーロという資産計
上の共通的金額的下限を防衛省だけ適用除外とすることは，検査院の反対を受けて2009年度か
らなくなった。この結果，費用として計上されるものが増加したため，防衛省の資産は総額で27
億ユーロ減少した。検査院には資産計上の金額的下限について見解の相違があり，国の財務諸表
の作成者も新会計システムChorusの導入の暁には，下限をさらに引き下げ可能と考えている。
　防衛省の保有であるが民間企業が自由に使える資産の調査についてもなお網羅的に行われてい
ない。未完成の資産と異なり，すでに完成した大多数の資産は詳細な見積もりによって評価され
ている。しかしこれは取得原価での評価に準拠しない会計処理であり，検査院はこの正当性を認
めることができない。その金額は少なくとも総額82億ユーロとされる。また情報ソフトウェア
の評価を全てまとめて単一の総平均法で行うことは相応しくない。
　②　未完成の固定資産の評価の不備
　2006年の決算では，前払費用の記帳の重複や未記帳から未完成の資産の減少に繋がった。防
衛省による未完成の固定資産の見積もり評価は，国の会計基準が示す統計的手段を用いた取得原
価によるべきであるが，非網羅的な予算支出の見積もりや，軍の情報システムという会計以外の
書類を基礎としているため，その信頼性を担保するには不十分である。
　未完成の資産の評価額と軍のシステムの評価額には次の非整合性や誤謬が存在した。第1に，
完成品の額は，未完成の資産の予算支出額ではなく，過小評価された軍のシステムの金額を基に
評価される場合が多い。その結果，完成品を除いた期末の未完成品勘定には過大評価が発生して
いる。第2に，無形固定資産の完成品の記載がなく，2006年の完成品の開発コストの記載も減
価償却の処理もない。また年度中に予算の支出がないのに，未完成の無形固定資産の額が期首の
140億ユーロから期末に180億ユーロに増加している。
　2007年度でも，ミサイルが相変わらず軍では棚卸資産に分類され防衛省では未完成品として
計上されている。ミサイルや他の取替品の会計処理方法の再定義が必要であり，有形固定資産に
計上された場合には減価償却による資産の減額が予想される。軍事計画勘定の完成品の額は，期
首の評価額と期中の予算支出を加えた額から評価されるが，防衛省の会計処理の方法がこれと異
なるため期末に乖離が発生する。なぜなら，期中の予算支出の計上は通常取引項目ごとに行われ
るが，防衛省では製造原価の算定のために製品ごとに行われるからである。
　また完成品となったものの金額は，軍の情報システムの目録を基に算定されるため，信頼性や
整合性に欠ける。ミサイルや中途改修は未完成品として計上されるが完成品としての計上がなく，
未完成品勘定の48億ユーロの増加につながっている。大多数の未完成の無形固定資産や開発費
の見積もり評価は制作原価による評価の基準を満たしていない。さらに，完成品と未完成品であ
る棚卸資産の間における未払費用の二重記帳や締切前の仕切書のない金銭の給付などがチェック
されていない。
　2008年度では，防衛省の会計システムでは完成品となった未完成品勘定の日付が軍のシステ
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ムの日付と合致していないなど，両者のシステムの整合性に問題があった。2009年度に，未完
成の設備や開発の金額の評価は，一部に包括的な評価が採用され45億ユーロに上るが，その範
囲が明確でなく資産の内訳も説明がない。未完成の資産の評価方法が不十分と言う以前に，必要
な証拠書類が期限内に提出されず，金額についても意見を述べる状況になかった。提出遅延に起
因する額は2009年度末で総額269億ユーロになる。総額27億ユーロになる幾つかの軍事研究開
発の評価には予算累計額が使われ，未完成の資産は予算の累計額との相関係数を使って28億ユー
ロと評価されている。これらの処理は，かかった経費から直接に取得原価を算定する基準に準拠
していない。
　㈲　棚卸資産の評価の不備
　棚卸資産は防衛省の情報システムを基礎として評価されているが，2006年度の評価について，
注記にも記載があるように，棚卸資産を管理する情報システムでは，もっとも新しい入庫価格で
記載され，入庫があるごとに更新される後入後出法的なものになっている。2007年度では，棚
卸資産の出入の会計処理はコード化された情報システムが基礎になっているが，常に適正に使わ
れているとは言えない。2007年度についても，2008年度についても，防衛省のシステムでは，
棚卸資産が，会計基準に準拠した先入先出法や総平均法で評価されていない。棚卸資産の減損処
理は稀で80％以上の資産に信頼性がない。2009年度も，棚卸資産の減損処理に一貫性がなく不
完全であり，2009年度末で総額46億ユーロと棚卸資産の13％に達している。
　（4）資産除去債務の会計処理
　2006年度の注記に記載されているように，資産除去債務についても引当金が計上されていな
い。2007年度の資産除去費用の計上も注記にあるように，すでに除去された棚卸資産に限られ
ている。2009年度についても，資産除去費用に対する引当金が幾つかの部門で網羅的に計上さ
れていない。また記帳の際に，資産除去費用引当金の対照勘定として借方に立てられるべき除去
資産勘定が計上されていない。この修正は資産総額に何の影響も与えないが，総額5億ユーロと
見積もられる。「大修理と大点検」勘定は海軍や空軍の兵器の維持管理に必要不可欠な後発的経
費が計上される。しかし原子力潜水艦6台のうち2台にしかこの勘定の計上がないことからも，
網羅的に実施されていない。
　（5）期末調整の問題
　2006年度期末の計上資産が期首より70億ユーロ増加しており，調整額は全体として数十億ユー
ロと見積もられ，会計上の辻褄合わせとしか解釈できない。2007年度は，会計処理項目の不統
一で，年度の予算支出と目録を突合することができず，内訳を示さない勘定への詰め込みや期首
の勘定の大幅な修正によって，年度末に両者の間で相変わらず辻褄合わせが行われている。誤謬
の修正を求める国の会計基準14の趣旨には合わないが，この誤謬の修正を認識することはまっ
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たく不可能で正当化もできない。大部分の決算処理が表計算ソフトや手作業で処理されているの
も問題であり，決算処理の遅れが検査院への監査に制約を課している。
　検査院の監査では，軍の情報システムと資産目録の突合と資産目録と防衛省の会計システムと
の突合を実施しなければならない。しかし情報処理と会計処理の不適応や内部統制の不備から，
資産目録に信頼性がなく，大きな不確実性と制約が残った。エクセルを用いた決算処理はその量
的な膨大さからまったく不適切で，会計上の支出と資産目録の出入が，両者の処理方法の相違か
ら対応していない。2008年度末の決算を資産目録に合わせるために，実施された期首の勘定の
修正額は，有形固定資産で80億ユーロ以上，棚卸資産で10億ユーロ以上に上る。この修正は，
会計方針の変更と誤謬の修正に関する国の会計基準14に準拠したとするが，その根拠の保証は
不可能である。
　不動産を除く防衛省の資産は2009年末で総金額1，760億ユーロに上り，資産目録に次の欠陥
がある。それは，（a）2008年度期末と2009年度期首の資産目録に含まれる情報の突合の困難性，
（b）減損された資産の2008年度期末と2009年度期首の減価償却累計額の不一致，（c）減損された資
産の記帳時の不適切な会計処理，（d）資産の目録と会計システムのデータの局部的な不一致，（e）資
産総額・棚卸資産・減価償却・資産の減損など，2008年度末と2009年度期首との間にされた多
数の修正の正当性の欠如，（f）検査院に指摘された8億ユーロに上る説明不能の乖離と，それに由
来する予算額と資産目録の非整合性の存在，である。
3　防衛省以外の資産の評価の不備
　（1）不動産と建造物の会計処理
　①資産評価の不十分性
　（a）2006年度
　国が利用する不動産や建造物の額は2006年度末で491億ユーロになる。国の所有物の基本台
帳（tableau　g6n6ral　des　propri6t6s　de　1’Etat）に頼った調査と評価に幾つかの欠点がある。シ
ステムによる自動的な検索の利用に制限があり，データの新旧が分からず，予算や会計システム
とのインターフェースもできない。手作業による検査の量の膨大性や複雑性が検査院の監査の制
約となった。土地台帳のデータとばらばらになった国の不動産の目録を突合すると，両者の間に
大きな乖離があり，表面積についても重大な誤謬があるものがあった。資産の評価の要素となる
資産の維持管理の状況についても見積もりの仕方が明瞭牲を余りにも欠いている。表面積や完成
物の修正が期末の金額の再評価につながっておらず，4％の資産は評価もされていなかった。
　（b）2007年度
　2007年度末における国の不動産と建物の価値は572億ユーロになり，原則として評価は市場
価値を基礎としている。しかしコンピュータによる自動的なチェックが制限され国の勘定とのイ
ンターフェースもないために，検査院の監査において多くの再処理作業や手作業によるチェック
が必要になり，財務諸表上に計上された資産の評価に不確実性がある。2005年度と2006年度に
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計上されなかった資産の計上があるが，そのうち約1．5％は相変わらず計上されていない。2006
年度と2007年度に手渡されたが，表面積が大きく増加している資産について実地評価がされて
いない。土地台帳と国の所有物の基礎台帳をコンピュータ化したシステムの間に説明不明の乖離
があり，それを解決するたあの取り組みは代替策が示されずに中断したままである。
　（c）2008年度
　2008年度末で不動産と建造物の純額は624億ユーロになるが，国の所有物の基礎台帳による
集合資産の調査と評価には，相変わらず多数の手作業の再処理や修正がされている。償却不能資
産の評価額の変動分が24億ユーロの再評価差額として計上されているが，その妥当性は定かで
ない。2008年度末で20億ユーロになる前期損益修正についても，証拠資料不足によりその根拠
が明らかではない。
　約7％の資産が未評価で，4％の資産は評価の対象にもなっていない。財務諸表の作成者によ
る評価の修正は10億ユーロに及ぶが，その基準が画一的・包括的で妥当性に問題がある。後発
費用に関する国の会計基準6の2．1．2．2（19）により，資産の拡張や表面積が大きく変動した場合に
は，実地評価が必要であるが，そのうちの3％は表面積の拡大を考慮せずに現在価値で評価され
た。表面積の変動が考慮されずに評価されたものは，総面積353，830平方メートル全体の96，634
平方メートルにも及ぶ。新しい会計内規の送付が遅延し，2006年度の44億ユーロから80億ユー
ロに増加した刑務所の評価と10億ユーロに昇る金額の修正について，その妥当性は明らかでな
い。土地台帳と国の所有物の基礎台帳の突合は2007年度に中断のあと完全に放棄され，資産の
調査と評価の網羅性は確保できていない。
　（d）2009年度
　国の固定資産は，2008年度末の624億ユーロから2009年度末に678億ユーロになったが，財
務諸表上の固定資産の額と個別の帳簿の額に2009年末の時点で13億ユーロの乖離がある。資産
の現物目録システムと会計記帳システムが導入されたにもかかわらず，行政当局によれば，すべ
ての資産が新しいシステムに含まれていないのが原因とされる。
　資産の時価の決定は現地調査・文書調査・象徴的価値・見積もり・現在価値など様々な方法に
よることが決められ，それを遵守することが資産の評価の信頼性に必要不可である。評価の日付
がないものについては，自動的に現在価値で評価されているが，2009年に別の方法ですでに評
価されたものについては，その対象にすべきでない。評価の日付があるものについて自動的にチェッ
クする手段がなく，誤って現在価値で評価された資産を除外できない。実地調査が必要なものや
文書調査が必要なものについても同様の問題がある。
　時価で評価された資産については，国の貸借対照表の価値を左右するので，毎年再評価を実施
しその乖離を表示すべきである。その乖離とは，現物目録システムの期末の時価と，会計システ
ムの期首の評価額と期中に資産化可能な費用を加算した額との差額である。そこには両システム
（19）　Jbid．，　P．93．
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の対応の不備が存在した。例えば，会計システムの資産が現物目録システムでは「敷地」または
「貸借地」となり，その金額もばらばらであった。また現物目録システムに1単位で登録されて
いるものが，会計システムでは複数の資産に登録されていた。逆に会計システムに登録されてい
た資産が現物目録システムにはなかった。このように発生した両システムの乖離は，2009年度
で7億2，100万ユーロとも見積もられる。
　公的機関の歴史的建造物の会計処理については終止符が打たれるべきであるが，2006年から
2009年にかけてルーブル美術館が取得した芸術品は1つも資産として計上されていない。7億
585万ユーロと評価されていた配管・在庫施設・給水施設・荷揚施設・駐車施設・ヘリポートな
どの補給施設は，2009年期首に「国に帰属する特殊建造物」勘定に移されて1，640万ユーロと評
価されている。資産の性格から，このなかの幾つかの資産は象徴的な金額で評価されるのではな
く，取得原価か減損分を差し引いた取替原価で評価されるべきである。
　②後発費用と資産除去債務の会計処理
　2006年度に，不動産の潜在価値を維持するための修理費や保全費が後発費用として計上され
ている。ところが，検査院の見解と異なり，不動産の価値の低下についてのこれらの費用に関し
ては大部分が誤って資産として計上されている。検査院は後発費用の資産化に関する基準の明細
化を求めているが，かなり重要な額が2007年度も誤って資産化されている。
　象徴的な価値で評価されている歴史的建造物について，耐用年数やサービスの潜在性を引き出
すための後発費用を資産化するという，財務諸表作成者の案を検査院は2008年度に受諾した。
この案は，歴史的建造物の価値の廉価性や適正な耐用年数の選択を条件とする。ところが，その
条件を満たしたことを判断する証拠書類がなく，その条件が遵守されているかを確認することは
できなかった。国の会計基準の6の2．2．2．2（2°）によれば，資産の潜在的サービスの低下からその
価値が喪失したことが認識された場合を除き，維持保全のための後発費用は資産として計上でき
ないとしている。
　国の会計基準の6の2．2．2．2（2Dによれば，潜在的なサービスを維持する目的で資産の利用時に
毎年かかる経費も後発費用として計上が求められ，2008年度末で22億ユーロに上る。
　ところが，簿記の基本原則に反して，この費用は貸借対照表で消却が図られ，当期繰越という
余剰を示す勘定と相殺される。この経費の計算方法もばらばらであり，国の保有コストや予算上
の地代として評価されている。
　なお文化省は，2008年度に国が所有または管理する歴史的建造物の維持管理に必要な経費を
107億ユーロと見積もり，それに対する引当金が3億ユーロ計上されているが，証拠書類の欠如
からその妥当性は明らかでない。2008年度末に引き当てられたアスベスト除去引当金の網羅性
は確保できていない。なぜなら，本来終了しているはずの除去対象調査がまだ未実施のものがあ
り，実施済みのものでも資料が明らかでないためである。防衛省や文化情報省の努力によって，
（20）　Ibid．，　p．95．
（21）　Ibid．，　P，95．
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アスベスト除去に対する引当金が2009年度に4，970万ユーロ計上されたが，
に十分な証拠書類がなく，合理的な保証はできなかった。
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　②　資産の包括勘定と内部作成ソフトウェアの会計の問題点
　①包括勘定
　資産におけるいわゆる包括処理（non－ventil6s）勘定は，金額の重要性のない事務機器や通信
情報機器などが計上され，2007年度末でその純額は121億ユーロに達する。そのうち113億ユー
ロに相当する資産について目録が作成されておらず，その額は防衛省以外の専門・産業機材と工
具およびその他の固定資産の合計額の3分の2以上になる。
　この勘定の資産額は，2005年度の計上額に2006年度と2007年度の予算支出額を加えたもの
であり，一定の耐用年数でまとめて減価償却されている。この処理は注記にも説明がなく，実査
と定期的評価を求める固定資産の評価の基準に準拠していない。またこの勘定の資産額は，2006
年期首の157億ユーロから2007年期末に127億ユーロに減少し，その他の固定資産に対する割
合もそれぞれ69％から54％に減少しているが，理由の説明がない。
　資産の包括勘定は2008年度末で総額106億ユーロになり，防衛省を除いた資産の63％を占め
る。この勘定へ計上されたものは一部，情報システムのデータと国の勘定との乖離を埋めるため
であり，内訳が示せないものについては費用計上すべきと考える。この勘定ついては，2009年
にその整理ができたとして，除外事項からはずされた。
　②内部作成ソフトウェア
　内部制作ソフトウェアは2007年度末で6億ユーロ計上されているが，その額に不確実性があ
る。その原因は，完成日の調査の困難性・未完成品と完成品の区別の不備・取得原価の決定と耐
用年数の改訂および廃棄を考慮した修正の問題・費用と資産の分類の不備などである。主に防衛
省であるが，2001年以前に完成したソフトウェアの計上がなく，一段の調査が必要である。内
部作成ソフトウェアの総額は2008年度末で11億ユーロと前年度のほぼ2倍になり，そのうち7
億ユーロは財務関連の省庁に関するものである。この勘定の内訳は資産化された人件費と外部委
託費からなる。まず人件費の基になる就業時間の計算が大きくばらついており，平均時間の計算
は仕事の内容に関係なく総平均する方法がとられている。外部委託費に関しても，資産化される
ものと費用化されるものの区別がついていない。
　検査院は，2009年度についても，内部制作ソフトウェアの評価について不確実性があるとし
た。2009年度末でこれに関する資産は15億ユーロに上り，財務省関連だけで8億ユーロになり，
制作に携わった人件費と外部委託費から成る。資産化する場合の制作時間の規定に非整合性があ
り，会計上のインターフェースがされておらず，平均を用いた制作時間の測定が給料に関する資
料に裏打ちされていない。外部委託コストに関して，費用化された額と資産化された額の相違の
理由が網羅的に把握できない。
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　（3）特殊な資産の会計処理の不備
　①道　　路
　2006年度末で国の道路網は1，043億ユーロと見積もられ，内部監査である橋梁審査会の審査に
よれば，現実的な評価とされたが，暫定的・部分的なものが多く，時間的制約から検査院の監査
は未実施である。問題点は，注記にも記載があるが，まず統計方法で算出した原価の利用の仕方
と単純化されすぎた仮説の採用であり，次にその改定頻度と道路・土木工事・トンネルの減損方
法の信頼性である。また2006年度の期首と期末の金額に変動がなく期中の変動の記載がまった
くない。さらに地方自治体に移管されたはずの工事中の物件が国の勘定から除かれていない。以
上の点から2006年度に重要な除外事項が付されたが，2007年度に解決が図られたとして除外事
項からはずされた。
　②国が委託した資産
　国が委託した資産に関しては，2008年度末で3億ユーロになる2006年度期首以降の道路建設
に関するものだけが計上されている。しかし注記に表示された自動車道路の評価方法から，1971
年から2006年までに建設されたものについては評価が可能である。
　委託資産は，自然人または法人に対して公的サービスを自らの責任で実施するために国が委託
したものであり，利用者から利用料金をとることも認められている。また注記の記載から，委託
した資産に対する国の統制は契約期間でも高く，投資についても，委託された側にはほとんど自
由裁量の余地は残されていない。資産の返還先は常に国である場合が普通である。委託された側
は契約期間の維持管理を担当し状況を定期的に国に知らせる義務があり，契約終了の時には元の
状態に戻すことを義務づけられる。これらの義務から，国がその資産に対して重要な利害を残し
ていることは明らかである。以上から，委託された資産の未計上は「忠実な写像の原則」を損な
うものであり，2008年度についても除外事項を付された。しかし2009年度に計上済みとして除
外事項からはずされた。
　③国が共同出資した資産等
　2006年度は注記にもあるように，道路やダムなどの国の共同出資によって建設された固定資
産が計上されておらず，パートナーとの分配の問題も議論されていない。財務諸表の作成者は会
計基準の国際的な議論を見極めたいとして，携帯電話のライセンスのような，国が公共の場の利
用を認可・制限する権限を持つ資産を，無形固定資産として計上していない。2007年度では，
これらのうち当年度に費用化された資産のみが固定資産として計上されていた。しかし数百億ユー
ロと見積もられるそれ以前の分については計上がなく，携帯電話の電波の認可など，特殊な無形
固定資産が評価の困難性を理由に相変わらず計上されていない。これらの理由から2006年度と
2007年度とも重要な除外事項が付された。
　国が共同出資している資産の外部者の出資分は，公会計基準6の1．3．2（22）が定めるように，前
（22）　Ibid．，　p．88．
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受利益として負債勘定に計上し，減価償却と同じ方法で耐用年数の間または耐用年数がないもの
は10年間に配分して償却される。2007年度末で28億ユーロになるこの前受利益は，本来未完
成品については全額，完成品については未償却額を計上すべきである。2008年度にもこの会計
処理について，完成品と未完成品の相違の区別がないとして，重要な除外事項が付された。検査
院は，2006年期首以降の完成品についてこの会計処理に従い，それ以前の資産については従来
の会計処理をすることを認め，2009年度にこの除外事項ははずされた。なお携帯電話の電波の
資産未計上に関する除外事項は，2008年度に評価・計上されたとして，除外事項からはずされた。
　（4）その他の資産の評価・表示の不備
　不動産・建造物。道路を除いた固定資産と棚卸資産の合計は2008年度末で196億ユーロにな
る。新しい資産目録システムが導入されたが，資産の調査が網羅的でなく，全てのソフトウェア
や警察庁の設備などが計上されておらず，文化省を除いて文化的資産の計上もない。8省庁で棚
卸資産の計上がなく，棚卸資産を計上している省庁でも網羅的ではなく，内務省における10％
の弾薬の未計上など，省かれているものが多く存在する。農業省を除いて，棚卸資産の減損がな
く，減価償却に使われる資産の耐用年数も実際の利用限度と合致していない。一方で国の勘定に
計上した費用が新システムのデータより多く，他方で新システムにおいて譲渡された資産の一部
が国の勘定で処理されていないなど，システムと国の勘定の突合が不十分である。両者の乖離は
総額47億ユーロのうち6億ユーロに昇る。
　その他の有形・無形固定資産の総額は2009年の年度末で総額270億ユーロに上るが，その評
価と調査に関してなお不確実性が存在し，今年度も昨年度に続き除外事項を付するが，2008年
度より不確実性の重要性が低下したため，重要な除外事項とはしなかった。総額53億ユーロに
なる防衛省以外の省庁の有形・無形固定資産と棚卸資産の新目録システムは，財務諸表上の記載
の信頼性を担保し，新会計システムChorusへの移管の際にも，信頼性の担保になるはずである。
ところが2009年度でもその役割が不十分であり，資産の目録番号が不統一で年度ごとに変動し，
帳簿価格の訂正や内部譲渡の確認が不可能なものがあった。
　抽出検査や金額的重要性が高い幾つかの同種類の資産の帳簿価格の比較から，説明不能の非整
合性があることが明らかになった。船舶や航空機などの特殊な資産の帳簿価格についても大きな
相違があり，帳簿価格の信頼性は得られていない。減価償却についても多くの異常があり，具体
的には減価償却累計額の誤った繰越，使用開始時期と整合しない償却額，耐用年数と合致しない
償却額などである。
　幾つかの省庁においては，独自の情報ソフトを用いて装備品の管理をしており，2008年度に
導入された資産目録システムの金額や数量に関する情報の根拠になるはずである。ところが，車
両などの金額的重要性の高い幾つかの資産に関する内務省のシステムの情報と資産目録システム
の情報には，憲兵に関するものを除き，原因不明の乖離が存在している。
　財務諸表の作成者は，資産目録システムの金額と貸借対照表に記載する金額の厳密な突合を実
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施せず，事前に訂正された期首金額に当該年度の経費を加えた金額を期末の貸借対照表額と対比
するだけである。期首金額と当該年度の経費自体が資産目録システムと財務諸表の間で整合性が
ないことが検査されていない。民間利用の航空機の補助予算勘定は17億ユーロになり，期末に
国の財務諸表に結合されるが，その計上額と予算勘定の額に乖離があり，補助予算の会計帳簿の
金額との突合は検査院も未実施のままである。
V　金融資産と現金資金の監査
1　金融資産と現金資金の会計の特色
　国の会計基準の概念フレームワークIH．2によれば㈱，フランスの国の決算の対象は，法人格
を持たない国のサービスや国の機関が対象であり，特別会計や補助予算を含めて，国の予算で財
源が認められ予算上に記載のあるサービスや実体とほぼ対応する。しかし国は法人格を持つ公的
法人や私的法人に支配力を有している場合がある。その場合には，政策を実行するために，その
法人の財源を間接的に利用し，その法人の義務に対して責任を持つことになる。そのような法人
については，国の決算では国の資本参加とみなして金融資産として計上される。
　フランスの現在の国の決算はあく零でも連結決算ではなく個別決算である。国の会計基準の概
念フレームワーク皿．2では（24），中期的な目標とする連結決算には連結の範囲など課題が多く，
資本参加という結合方式による現在の会計基準は，将来の連結決算との整合性を考慮して再定義
されるべきであるとしている。しかし国の会計基準7のH．1（25）では，個別決算ではあるが，資
本参加という形の結合を認めることによって，将来の連結決算の本格的導入に向けた最初の一歩
に繋がるとしている。
　資本参加として金融資産に計上されるものは，国が支配力を有するものと有しないものに分か
れ，前者はさらに国の政策のオペレータ（operateur　des　politiques　de　1’Etat）とその他に分け
られる。国の会計基準7のH．1．1．2によれば（26），オペレータとは公的サービスを行う法人格を
持ち，国が過半数の資本参加をし，国の緊密な統括化にあるものである。オペレータ以外で国が
支配力を有する主なものには企業などがあげられる。また金融資産の評価は，国の会計基準7の
II．2．2（27）と3．1．2によれば（2s），支配力を有するものに関して出資相当額で，支配力のないもの
に関して取得原価と減損テストによる評価が求められている。
　国の会計基準10の1（29）に定義されているように，国の現金資金勘定は，借方の銀行勘定と現
（23）　Jbid．，　p．13．
（24）　Ibid．，　p．13．
（25）　Ibid．，　p，109．
（26）　Ibi（ゑ，　p．110。
（27）　Ibid．，　p．　l　l　2．
（28）　Ib　id．，　p．120，
（29）　Ibi（孟，　pp．139－140．
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金勘定および地方自治体や地方公共機関からの資金の流入を処理する貸方の国庫勘定から成って
いる。監査では特にオペレータの結合に関する会計処理に不備があるということで，2006年度
から4年連続で重要な除外事項が付されている。
2　オペレータの会計処理に関する不備
　（1）2006年度
　2006年度でオペレータの数は789に及ぶ。オペレータの結合に多大な努力が払われたが，次
のような数々の問題が起こった。第1に，金額にして全体の28％，数にして3分の2に上るオ
ペレータが期限までに財務諸表を作成できなかった。第2に，国の負担分の調査・評価・会計処
理が不十分で国の成果計算書や貸借対照表に影響を及ぼすほどではなかった。第3に，大多数の
大学において貸借対照表に国の負担分が記載されていなかった。第4に，成人職業教育公団の保
有する国の土地やフランス航行路の活動に必要な資産が貸借対照表に記載がなかった。第5に，
網羅的な資産目録の点検がされている機関は稀であり，毎年点検しているところはさらに稀であっ
た。
　第6に，資産の記帳の日付は，規則よりはるかに遅れた委託状の交付日となっており，自己資
産も国が更新の義務を持つ資産もともに減価償却が規則通りされず，システム化未実施の期間に
ついて，減価償却ではなく減損処理が行われていた。第7に，国とオペレータの会計処理方法が
異なり，特に不動産の譲渡に関して非整合性があった。第8に，国とオペレータの債権と債務の
会計処理やオペレータの負債の調査に関して不確実性があった。
　（2）2007年度
　オペレータの数は2007年度末で802あり，それに対する国の資本参加の額は同年度末で561
億ユーロとなり，国の金融資産の約3分の1を占める。第1に，資産と負債の計上や内部統制の
不備から，オペレータの会計の質に問題があり，第2に，金額にして41％の半分近くのオペレー
タが国の決算期限までに決算書を提出できず，国の会計基準7H．2．6（3°）が認めるように，2006
年度の決算書を基礎に評価された。第3に，オペレータの定義を満たしながら計上されていない
ものやその定義を満たさないのに計上されているものがあった。
　（3）2008年度
　2008年度末でオペレータとして計上されているものは667あり，資本参加の約3分の1を占
め金額にして547億ユーロになるが，2007年度と同様に，オペレータの資格があるにもかかわ
らず計上がないものや，逆にその資格がないのに計上されているものがある。検査院の勧告にも
かかわらず国の会計基準の改正がなく，特に国の会計基準7の1．2．2．1（3’）が示す国の過半数の資
（30）　lbid．，　p．114．
（31）　Ibid．，　p．118．
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本参加という基準は余りにも単純で，オペレータが便宜を受ける形式の多様性に対応していない。
具体的には，共同出資やグループの長であるオペレータまたは協会や公益団体の形をとる法人に
関しては明確な基準がない。検査院がオペレータとして調査すべきとした50のリストについて
も，調査を開始するだけで1年以上が経過している。
　国の決算期日に対応して財務諸表を送付しないオペレータの数が3分の1以上あり，金額的に
も全体の37％になり相変わらず多く，前年度の決算に基づいた計上は例外とするべきである。
なおこの点に関しては，2009年度の監査で，解決が図られたとして，除外事項からはずされて
いる。2006年度の検査院の監査から指摘されたオペレータの資産と負債の総洗いは，金額で全
体の8．9％に当たる12のオペレータで終了しているのみで，356のオペレータでは最初の段階も
完了していなかった。大多数のオペレータでは，歴史的建造物や芸術品などの特殊な資産が計上
されておらず，国立歴史的記念碑センターやパリ・オペラ座にヴィエットのように，存在自体が
その資産の管理にあるものさえその中に含まれた。
　大部分のオペレータは，資産の計上や減損およびリスク性引当金の計上や契約義務の注記開示
のような複雑な会計処理だけではなく，資産の調査や減価償却のような単純な会計処理にさえそ
の信頼性に問題があった。国とオペレータの間の債権と債務の調整に関してもなお不備があり，
その判定基準である「透明性」の原則についても実施の遅れがあった。オペレータの内部統制の
整備にも大きな遅れがある。また自治の拡大に伴う財務の透明性が必要不可欠にもかかわらず，
大学の会計の問題は深刻である。なお保守主義の原則から，オペレータについて認識された評価
差額は計上されず，2008年度末で101億ユーロの資産額の減少となっている。
　（4）2009年度
　2009年末の時点で635のオペレータがあり，その金額は564億ユーロで資産総額の8％になる。
管轄省庁での情報収集の困難性に加えて，国の会計基準におけるオペレ〒タの範囲が明瞭性を欠
き，財務諸表作成者によるリストの検査の不備もあり，リスクと誤謬が発生する源となっている。
2006年の1月1日に作成されたオペレータのリストは，それ以来その範囲について厳密な再検
討がされず，検査院が2007年に指摘した380のオペレータのうち55しか検討の対象となってい
ない。2009年の監査ではオペレータのリストに国の会計基準の規定を満たさない8つのオペレー
タが含まれ，その金額は15億ユーロになる。
　調査の網羅性と現実性に関する不確実性や，資産評価以前の調査資料の信頼性，および必要な
資料が間に合わなかったというオペレータの側の問題から，正確な資産の計上がオペレータの貸
借対照表に計上されていない。検査院が検査したオペレータのうち大多数は資産の計上に関する
規定を順守していない。例えば，重大な保険衛生上の脅威と戦うために，必要な保険衛生上の棚
卸資産を管理する機関では，2009年の年度末に有効期限が来るものについて減損処理がまった
くなかった。
　オペレータによる投資は，自己資本に対する国の資金提供という形がもっとも多く，国の貸借
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対照表では借方に，オペレータの貸借対照表では貸方に計上されるべきである。しかし国側のこ
の勘定に対する内部統制の規定の不在や，大多数のオペレータの誤った会計処理のために，4億
3，800万ユーロになるこの勘定項目について信頼性は得られなかった。
　資本助成の会計規準として「透明性」の原則があり，その条件は次の4つである。第1はその
プロセスに国とオペレータと最終的受益者が関わっていることであり，第2はオペレータが意思
決定に関して限定的な裁量の自由を持っていることであり，第3は資金が国の財源の移転によっ
て全部または部分的に賄われていることであり，第4は国が最終的受益者に対して義務を負って
いることである。これらの条件に当てはまらない場合には，オペレータによる契約義務は自身の
勘定に計上されなければならない。
　検査院が検査した25のオペレータのうち，この規準に沿った運営をしているかを自ら調査し
ていたのはほんの4分の1だけであった。検査院の期中監査や期末監査でこの規定に沿った会計
処理をしていない機関が幾つか指摘され，検査院の要求を受け入れる形で訂正が行われたが，こ
の会計処理に対するリスクを裏打ちするものになった。フランス国立図書館や大学など幾つかの
機関では内在するリスクやその契約義務が，リスク性引当金や簿外債務の形で反映されておらず，
引当金の計上がまったくない。
　国とオペレータ相互における債務と債権の再調整の手続を証明する「確認」の網羅性に問題が
あった。また本庁の要請で作成・提出された暫定的決算でオペレータの評価が行われることが幾
つかあり，その信頼性に問題が残った。例えばあるオペレータの決算の監査は4月から5月に実
施され取締役会の承認は6月である。しかし2010年2月23日が最初で同年4月12日が最終の
暫定的決算が利用されために，計上額に過大評価が発生した。2009年に，18の大学とフランス
気象局など3つの公的機関が初めて会計監査役による民間の会計監査を受けた。2009年度末で
会計監査を受けているオペレータは全体額の40％にしかならず，数字としては不十分である。
3　社会負債償却金庫の結合除外に関する見解の相違
　社会債務償却金庫（CADES；Caisse　d’amortissement　de正a　dette　sociale）は，国の財源の
配付を受けて社会保険の累積債務を消去するための機関であり，債権より債務が超過しているに
もかかわらず，国の金融資産として取得原価ゼロで計上されている。前年度の監査から，この金
庫が国の「支配力」のない資本参加として計上されていることに対して検査院には異議があり，
国が「支配力」を有している資本参加として計上することを2008年度と2009年度に求めた。こ
の見解の相違の影響は大きく，この金庫が債務超過であることから，期首に800億ユーロ，期末
にはさらにll7億ユーロの資産の減少要因になる。
　国の会計基準7の1．2．1．2（32）では「支配力」について「支配権」および「国が受ける恩恵と国
が負うリスク」の2つの観点から次の判断基準を示している。「支配権」に関しては，（a）会員総
（32）　∬bid．，　p．117．
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会などの過半数の議決権，（b）取締役会または理事会の過半数のメンバーの任命権また罷免権，
（c）単独で取締役会または理事会の40％以上の議決権を持ち，合わせて過半数の議決権を行使可
能，㈲明確な規定による支配権，である。「国が受ける恩恵と国が負うリスク」に関しては，（a）当
該機関の活動を停止させる権限と国が受ける経済的恩恵または重要な義務の存在，（b）当該機関か
ら金銭的などの何らかの供与を受けることができるかまたはその機関の義務を果たす責任がある
場合，である。「支配力」についての判断は上の2つの判断基準のそれぞれについて少なくとも1
つの項目が満たされていればよい。
　社会債務償却金庫は，行政的な性格を持つ国の公的機関であり，経済財務と社会保険を管轄す
る省庁の管理下にあり，その理事会の6人のメンバーのうち5人は管轄省庁を代表し，その予算
と財務諸表に関する意思決定は管轄省庁の承認を受ける。この結果，国は理事会において合わせ
て議決権の過半数を行使できる。公債の発行は財務・経済省の承認が必要であり，その発行は単
独の場合もあるが，国と共同の場合もある。以上から「支配権」の判断基準を満たしている。
　社会債務償却金庫の法的性格から，国はその活動を停止させる権限を持ち清算時の債務の責任
を持っている。また国は金庫の債務に対して追加の財源を伴わせる義務があり，金庫が資金繰り
に窮した時にはそれを補填し，すべての公的機関に対する保証を通じて金庫の破産を防ぐ義務が
ある。金庫が債券格付けAAAを保持し国際市場で資金を調達できるのも，この保証があるから
である。さらに公会計基準7の1，2．1．2のb）（33）に従って，「国は目的の達成のために，機関に
協力を求めることができる」を検証してみても，「国が受ける恩恵と国が負うリスク」の条件を
満たしている。
　国の会計基準7の1．2．1．3（34）によれば，国が恩恵を受けることを妨げる厳格な規定があり，そ
れが支配の制限につながるのであれば，以上の条件を満たしていても「支配力」には当てはまら
ない場合があるとする。ヨーロッパ連合の運営に関する条約の制約を受けるフランス銀行などが
それにあたるが，社会債務償却金庫には例外扱いを受ける証拠が示されていない。財務諸表の作
成者は金庫の扱いの曖昧性を認め，社会保険の分野に記載し注記情報を増やす意向である。公会
計基準委員会の最近の意見書に従って，金庫が負う債務と償却すべき額が今年始めて示された。
　会計の透明性のためには，社会保険の財源に関する法律の改正も必要であるが，2009年度の
状況では「支配力」の解釈を含めて，検査院との見解の相違は埋められていない。行政当局は資
産と負債を含めた社会保険勘定の開示の拡大と，他のパートナーの資本参加や資金調達に関する
管轄省庁の事前承認の削除など，国が「支配力」を有すると判断されないような社会債務償却金
庫の統治機構の整備を示している。検査院は，社会保険会計に関与する全ての機関に要する資金
を明らかにできる，資金計画書と資金調達実行書の作成を提案する。これらの作成によって，社
会債務の年間純増加額が把握でき，社会債務償却金庫の公債発行の承認にも役立つからである。
（33）　Ibid．，　p．118．
（34）　Ibid．，　p．　l　l　8．
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4　フランス外国貿易保険会社と預金供託金庫の特別会計の結合除外
　（1）フランス外国貿易保険会社
　フランス外国貿易保険会社（Coface；Compagnie　frangaise　d’assurance　pour　le　commerce
ext6rieur）は，輸出の振興と補助のために，市場において保険がきかない中長期の様々なリス
クを保証する。保険料や損失の回収によって保険金は補填され，会社の現金資金会計で処理され
るが，補填できない分の保険金や他の赤字業務に対して国が補助を行い，損失の回収などでこの
特別会計に余裕がある場合には逆に国がそれを徴収できる。1994年の民営化の際に国の保証の
下での業務に関して特別会計として処理がされ，その額は2005年末で170億ユーロとなり，そ
のうち国の徴収後の現金資金会計の収支は47億ユーロの黒字となっている。この特別会計は，
保険会社の10億ユーロと見積もられる貸借対照表にも国の財務諸表にも計上されていない。
　法人格のない実体の資産や負債の会計は結合不能とするが，国際的な会計基準の流れでは投資
事業組合などを連結すべきとする方向である。国の会計基準の概念フレームワーク皿．4（35）では
その資産の計上は，たとえその所有がなくても「支配力」を有していればよいとし，利用の状況
や利用に対する決定権・責任・利用から発生する費用やリスクに応じて決定されるとする。保険
会社のこの特別会計はその性格からも上の資産の条件を満たすので，結合除外とする現在の処理
は不適切である。管轄官庁はこの特別会計について保険会社が代理業者であり，保険会社の側の
開示で十分として，2007年度には国の財務諸表における注記の記載さえなくなり，情報開示の
点からもさらに後退している。2006年度と2007年度に付された重要な除外事項は，2008年度に
特別会計の結合が図られたとして解除された。
　②　預金共託金庫
　預金供託金庫（CDC；Caisse　des　d6p6ts　et　consignations）は，個人や法人などの様々な貯
蓄性預金を集めて管理・運用することをその任務とする。集められた貯蓄性預金は法律に基づい
て管理運用され，国がその資金の保証をするだけでなく，供託金庫がリスクのあるとした貸出に
対しても保証を行う。2，050億ユーロに上るこの貯蓄金会計を用いて，社会的な住宅供給や都市
整備などの公共政策に重要な役割を供託金庫は果たしている。管轄の財務省は，この貯蓄金会計
が国の会計基準7の「支配力」の条件を満たさず，支配力のない国の資本参加にも当たらず，そ
の透明性に関しても，国の財務諸表に注記があり，会計監査役の監査を受けて供託金庫による開
示もされ，供託金庫の監視委員会の監査も受けているので十分とする。
　検査院は，2005年7月の議会と政府に対する特別報告書において，供託金庫に対する国際会
計基準の適用や国の財務諸表の作成により，供託金庫の一般会計とは別に処理される貯蓄金会計
の扱いの明確化を求めた。フランスでは1789年以降差し押さえ禁止資産は存在せず，国際的な
（35）　1bid．，　p．15．
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会計基準の流れでは，法人格のない実体の会計についても，それに「支配力」を有している実体
に連結する方向にある。
　社会的な住宅供給のための貸出が供託金庫の承認が必要なように，貯蓄金会計は供託金庫の管
理下とその委員会の監視下にあることは確かである。しかし国が貯蓄金会計の利用方法と投資に
関する規定を定めており，回収不能による損失を補填し，供託金庫の一般財源を保護する準備金
と担保の積立についても同様である。国は，貯蓄金会計の活動を停止させ貯蓄の収集を停止する
権限も持つ。また国は，保証の代償として，準備金と担保の積立などについて資金の徴収を行う
ことができ，1991年から2005年までに500億ユーロに上る重要な経済的便益を受けている。さ
らに，資金を超長期間で借り手のリスクに依存しない金利で貸し出す場合には，国がそのリスク
を最終的に引き受ける。
　以上からは，貯蓄金会計は国の支配しない資本参加として計上されるべきであり，その資産額
は2006年度の期首と期末でそれぞれ76億6千3百万ユーロと70億8千百万ユーロになる。な
お預金供託金庫の一般会計はすでに国の会計に100％繰り入れられている。この貯蓄金会計の未
計上のために，2007年度に再び重要な除外事項とされたが，2008年度に支配力のない実体とし
て計上されたとして，除外事項からはずされた。
5　その他の金融資産の会計処理の不備
　国際機関に対する国の出資は2008年度に250億ユーロに上り，そのうちの約半分は国際通貨
基金に対するものである。147億ユーロになる貸付金のうち107億ユーロは優遇利子の特典を与
えている。国際機関への出資金について内部統制が存在せず，会計処理の方法も支配力のない他
の機関と異なり，帳簿価格は原始記帳額のままになっている。その評価も予算上の支出を累積す
るという旧態依然としたもので，出資の会計処理も，契約義務の発生に対応したものではなく，
現金主義に基づいたものである。国の会計基準7の金融資産に該当する出資か，出資の範躊は何
かという，国際機関の法的性格や範囲に関した調査もない。
　行政当局は，資産の計上の約10％を占める25億ユーロは調整費用が相応しいことを認め，国
際機関に対する複数年の国の契約義務に計上額の疑問が残る。2008年度末で16億ユーロの予算
の繰越についても，資本の補填か損失の補填かの調査はない。国際通貨基金に対する債権は出資
の形で計上され，短期国債の形の融資は公会計基準12の1．3（36）に従って負債として計上されて
いる。出資残高は，取得原価と減損による評価が必要であるが，現実には前期の残高に今年度の
出資額を繰り入れる形でしか評価されていない。
　国が現金資金を出して経済事業の運営管理を任せた第三者のうち，幾つかのものは法人格のな
い機関が営む事業として分類され，国の権利が明示されるべきである。国は，外国や新しい都市
に対して開発援助の目的で利子優遇貸付を行う場合がある。この措置をとる場合に，通常の利子
（36）　Jbid．，　p．169．
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率と比較したコストを注記に開示することを検査院は求めているが，優遇利子があるという簡単
な開示はあっても具体的な開示はない。このコストは，外国に対するものだけで30～60億ユー
ロと見積もられ，「良質の情報の原則」からも開示すべきである。公会計原則7の3．2（37）では現
在の価値での評価を求めているだけで，貸付金の現在の価値の開示や期限が来た時の損失の計上
のような，企業会計やOECD諸国の会計が求めている具体的処理の指示はない。なお以上の理
由から2008年度に付された除外事項は，2009年度に解決が図られたとして解除された。
　社会福祉国家基金は国と同じ法人格を持たない機関であり，サラリーマンにその収入に応じた
給付金を給付し，財源はその投資収益と国の赤字補填から成る。行政当局はその基金を財務諸表
に結合することを2009年度に認めたが，国家住宅補助基金についてはそれを拒んでいる。検査
院はこの基金についても，国と同じ法人格を持たない機関であり，国の管轄下にあることから，
金融資産として財務諸表に計上すべきと考える。行政当局はこの基金の財源が複数の機関に渡る
ことを未結合の理由とするが，反証として不十分である。
6　現金資金勘定の不備
　現金資金勘定の借方と貸方の金額は，それぞれ220億6千万ユーロと689億7千万ユーロに上
るが，国庫勘定と未接続の地方公共機関の勘定の総額が2007年度末で343億ユーロあり，毎月
中央の会計官の監査を受けるが，数字と書類との突合が不十分である。技術的な問題や金額不足
などから発生する，国庫勘定と未接続の未決算勘定の額は2007年度末で借方6億2千万ユーロ，
貸方3億8千万ユーロになる。この金額を求めるには，12月31日締切の仮の勘定残高に，次年
度の1月ll日までの補正期間の処理金額を手作業で加算する必要があり，金額の正当性を保証
できる体制になっていない。
　軍の小口現金勘定は，2007年度末に9億8千万ユーロになり，年度末に国の勘定との整合性
が調査の対象とされる。ところが防衛省によれば，1億2千5百万ユーロの乖離があり，それを
証明する軍の資料の提供がなかった。国の会計基準10の2．1．1．1によれば（38），銀行の口座計算
書は受け取り次第処理しなければならないが，フランス銀行も含めて実際の処理の日付がばらば
らであった。フランス銀行の口座計算書には資金の性格を示すコードがあり，コードに基づいて
送付されるが，国の勘定への処理は担当によりばらばらであり，結局コードに関係なく1つにま
とめられて処理されている。会計処理の文書もほとんどの場合記載が不十分で証拠書類の資格を
満たさない。
　2008年度末で現金資金勘定の借方と貸方の残高は，それぞれ461億ユーロと675億ユーロに
なり，国の現金資金勘定に直接接続していない地方公共団体の勘定残高は2008年度末で328億
ユーロになる。この勘定が国の勘定に算入されるのに際して，両者の勘定の突合をする体制が整
備されておらず，基礎となる両者の副勘定の間に4億ユーロに上る誤謬があった。借方と貸方残
（37）　lbid．，　p．121．
（38）　lbid，，　p．144．
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高がそれぞれ2008年度末で1億ユーロと2億ユーロになる仮勘定は，1月14日までの決算の補
正期間に処理された大部分の証拠書類が不十分であった。軍の小口現金勘定の残高は2008年度
末で10億ユーロあり，その勘定と国の勘定の間に全体の10％に上る乖離がある。銀行勘定につ
いても，2007年度に指摘された問題が継続している。なお2007年と2008年に付された重要な
除外事項は2009年に解決済みとして解除された。
VI費用と負債の監査
1調整負債と引当金の会計処理の特色
　国の会計基準2の1．1（39）と1．2（4°）から，「公的業務の経費に対する国庫補助金（subvention
pour　charges　de　service　public）」は「調整費用（charge　d’intervention）」と次の点で異なる。
前者が定められたオペレータに対する国の業務の直接経費として処理されるのに対して，後者は
経済や社会機能の調整のために国が負担する助成金であり，通常収益の移転の形をとる。移転先
は地方公共機関を含めた地方自治体が主なものであるが，外国機関を含めた国際機関や社会保険
などの公益団体および協会・基金・宗教団体を含あた非営利団体などもその対象になる。
　調整費用に関しては，公会計基準の2の皿．4（41）と12の1．1〔42）に従って，支出がなくとも契約
義務の発生に対応して，引当金や未払費用が計上され，調整負債（passif　d’intervention）に分
類される。公会計基準の2のH（43）は，調整費用の計上について，「発生の要因となる行為」（act
attributif）を基に判断すべきとし，そのIV（44）に主に慣例による指令手続（proc6dure　d’instruc－
tion）と資金分配手続（proc6dure　de　dotation）に分けて，「発生要因となる行為」が示されて
いる。なお公会計基準の12の2．1〔45）は，引当金の計上の条件として，すでに国の第三者に対す
る義務が存在しており，そのために代償のない財源の流出の蓋然性が高く，金額が信頼でき見積
もり可能な場合としている。
　LOLFではその27条と54条の4で，分析的会計の重要性が指摘され，プログラムごとに行
政評価の年次報告書を作成し，実績と予算の差異分析を行うことになった。具体的には，業績指
標を用いる業績予算と，プログラム別に展開されるプログラム予算が実施される。フランスでは
特に，ミッション・プログラム・アクションと呼ばれ，予算の目的設定・予算の配分・予算の実
施とその評価を目指す。プログラムは複数年に渡る場合が通常で，予算上すでに契約義務の承認
（autorisation　d’engagement）は終了している。そのため，契約義務が発生したが，出費が次
年度以降になるものについて引当金の計上が必要になる場合がある。調整費用と調整負債の会計
（39）　Ibid．，　p．37．
（40）　Ibi（孟，　pp．37－38．
（41）　Ibi（孟，　p．16．
（42）　Ibid．，　p．168．
（43）　Ibid．，　p．47．
（44）　Ibi（孟，　pp．48－51．
（45）　Ibid．，　p．171．
　（49）　　　　　　　フランスにおける国の財務諸表に関する監査証明の新展開
処理に関しては，2006年度から4年連続で重要な除外事項が付されている。
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2　調整費用と調整負債の会計処理の不備
　（1）2006年度と2007年度
　調i整費用の額は2006年度末で1，470億ユーロとなり，別に調整負債として295億ユーロの引
当金と72億ユーロの未払費用および82億ユーロのその他の非金融負債が計上されている。未払
費用と引当金の評価に不確実性がある。その理由は不十分な調査時間とオペレータの情報システ
ムの不備にある。調整費用の予算額の20％とその予算額を超える調整負債の監査の結果，検査
院の要求で修正された金額は，貸借対照表の純余剰を45億ユーロ，成果計算書の期間損益を9
億ユーロ減少させるものであった。
　2007年度末で調整費用は1，509億ユーロで，調整負債のうち引当金が432億ユーロ，および未
払費用とその他の金融費用がll2億ユーロになるが，次のような会計処理の問題があった。第1
に，費用の期間帰属の会計処理について，前期の引当金の次年度への自動繰越の不在，助成の受
益者を分類した副勘定の不在，未払費用の現実の処理内容や負債の分類に関する調査の不在など
があった。第2に，調整費用に関する引当金の計上は2006年度の295億ユーロから，2007年度
の432億ユーロと増加し，引当金計上の必要性が再認識されているが，調整負債の調査の網羅性
になお問題がある。
　第3に，検査院は，年度の予算不足による27億ユーロになる負債の存在を発見したが，この
負債や未払費用は，年度末に請求書がなくても見積もりが正確にできるので，調整負債とともに
注記の対象とされるべきである。第4に，第三者に配分される予定で配分も決定した税金額の計
上が，納税前について十分でない。統合されて国の職員となった職員の退職年金を国が代わって
負担し，統合された機関の付加価値税の配分額がそれに当てられるにもかかわらず，注記にその
記載のないものがあった。
　第5に，費用に関する国の会計基準2は費用の発生の基準について定義が曖昧である。社会保
険や雇用保険による多くの社会福祉政策では，「発生の要因となる行為」を決定するのは困難で
あり現場に不親切である。これらの慣例がない社会的義務は，財源などの定期的なチェックと，
数期にわたる長期的な評価を基礎に，個別に判断すべきであるが，引当金の計上または注記への
表示を必要とする。財務諸表にはこれらの社会的義務が開示されておらず，その特殊性から費用
に関する国の会計基準2の適用方法について議論があるべきである。なお身体障害者と社会保障
および住宅補助の給付金では，一般的な法的条件の適用で国の契約義務があることを決定可能で
ある。
｛2）2008年度
①情報システムと内部統制の不備から来るリスク
2008年度末で調整費用の額は1，616億ユーロ，調整負債の引当金の額が516億ユーロ，未払費
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用とその他の非金融負債の額が117億ユーロと大幅に増加している。システムの不備による簿外
の会計処理のために，項目に多数の記帳や修正が国の勘定にあり，検査院の監査でその跡をたど
るのが不可能であった。内部統制の不備が出先機関に多くあり，そのための修正額は10億ユー
ロ以上になった。債務と債権の整理が不十分であり，社会保険機関や重要な機関の間でしか進展
しておらず，フランス鉄道網やフランス国鉄およびパリ交通公団（RATP）（46）などでも未実施で
ある。
　②フランス鉄道網に対する国の契約義務の会計処理
　国は助成金によってフランス鉄道網の資金援助をしており，鉄道網の持続的開発を目指して
2008年に複数年契約を締結した。契約によって，従来の助成金は調整費用とみなされる1つの
新しい助成金にまとめられた。この助成金は，利用者が払う料金の不足を補い，料金を利用者が
負担できる範囲に抑え，フランス鉄道網の競争力を維持するためのものである。国に助成金の代
償はなく引当金を計上すべき契約義務に当たる。
　フランス鉄道網はその事業目的を国の財政的援助なしでは果たすことができず，注記に記載の
通り営業収入の不足はこの複数年契約に基づいて助成金で補われる。この助成金がないとフラン
ス鉄道網の存続可能性に影響する。この契約義務による財源の流出の蓋然性は高く，金額も最初
の3年間で68億ユーロと確実に見積もられるが，引当金の計上がなく，検査院と見解の相違が
ある。
　③他の調整負債の会計処理
　国立森林事務所に対する国の助成金が「公的業務の経費に対する国庫補助金」として計上され
ているが，この助成金の一時的な性格と受益者が地方自治体でありその代償がないことから，調
整費用としての定義を満たすので，複数年契約の分については引当金を計上すべきである。2007
年度と同様に，債務減免と発展開発に関する契約の不適正な会計処理が続いている。国際機関に
対する複数年契約の契約義務のうち，資金の補填に関するものは調整費用として計上すべきであ
る。大量破壊兵器の拡散に反対する運動の国際協力などの協定による契約義務は，注記に開示す
べきである。
　④会計基準に対する不適応
　契約義務が国の「透明性」の原則を満たないものについては，対象の機関自身の財務諸表に表
示すべきであるが，国立研究機構の複数年の契約義務は，その機関の財務諸表にも国の財務諸表
にも記載がなかった。また地方公共機関に対する教育補助として支払われている助成金は，調整
費用として計上されているが，実際は給与の補助であり，「公的義務の経費に対する国庫補助金」
として計上すべきである。またこの機関は調整費用の対象になるオペレータに含まれていない。
社会保険の機関が営む多くの社会助成は，数期にまたがり定期的なチェックが必要で個別の判断
に委ねられるものも多く，引当金の計上や注記の開示が必要である。
（46）2010年の公開報告書（Cour　des　comptes，2010b，　pp．　296－322）で資産と負債の整理の問題が指摘さ
　れている。
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　（3）2009年度
　①監査されていない調整費用項目の不確実性
　調整費用の総額は2009年度には1，710億ユーロに上り，調整負債の総額は2009年末に660億
ユーロに達し，2008年度から2009年度の間に計上された費用の範囲は大きく増加した。検査院
によれば，総数1，355の調整費用項目のうち15％にあたる201の項目について行政当局による調
査がされているにすぎない。2006年度以来検査院が監査した147の項目は調整費用総額の74％
に当たるが，そのうち53項目だけが，国の会計に正しく計上されているにすぎない。このため，
2009年度で440億ユーロに及ぶ，監査未実施の調整項目の会計処理には重大な不確実性がある。
　②フランス鉄道網に対する国の契約義務の不十分な表示
　フランス鉄道網に対する国の契約義務が網羅的に引当金として計上されておらず，会計検査院
と見解の相違があり，その金額は期首で40億ユーロ，期末で20億ユーロになっている。検査院
はこれについてすでに2008年の決算で指摘しているが，2010年度の予算で初あて25億ユーロ
が計上された。しかしその引当額はなお不十分である。法律ではイル・ド・フランスを除いた地
方鉄道網の使用料は国の負担とするとなっており，今回の国の契約義務は複数年にまたがる。契
約では，収益が不十分な場合には，インフラにかかるコストはすべて国の助成金で賄われるとさ
れ，次年度以降の国の助成金がなければ，フランス鉄道網の事業継続に問題が生じるとされる。
また助成金から便宜をうけるフランス鉄道網に対して代償を求めることができない。これらが引
当金の計上を求める理由である。
　③付加価値税の還元に関する国の契約義務の不十分な表示
　地方自治体に対する付加価値税を還付する国の義務について，会計検査院と行政当局の間に見
解の相違があり，それが70億ユーロと見積もられる引当金の相違を生み出している。この還付
額は2008年の56億ユーロから2009年には99億ユーロとなっている。
　還付を受ける権利を持つ地方自治体などにその権利が発生すると，還付請求を受けた国にはそ
の請求を拒否する権限はない。国はこの義務の発生を認識する時点を還付分の支払期限と混同し
てはならない。地方自治体の請求に対して還付が実施されるまでにかかる期間の猶予が1年から
2年ある。それは，地方自治体が持つ債権の計上を遅らせる結果となるが，発生主義の観点から
は国の還付義務の会計上の計上を遅らせる結果となってはならない。そのため，財務諸表の作成
者が国の還付義務が生じた時点を，請求額が地方自治体に支払われた時点とすることは誤りで，
引当額に重大な過小評価がされることになる。県の一般設備費や大学の奨学金の助成，さらには
採掘業者や市・町・村の一般整備費の助成に対する引当金についても同様のことが言える。
　国のこの義務による財源の流出の可能性は高くその代償もないうえ，前年度の状況から統計的
に金額も見積もり可能であり，2008年度末に110億ユーロ，2009年度末に69億ユーロと見積も
られる。2008年に計上されているこの義務に関する費用は本来2008年の年度末に引き当てられ
るべきものであり，2009年度に戻し入れられることによって，還付の認識期間の短縮が成果計
算書に及ぼす影響は39億ユーロだけ緩和される。
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　④身体障害者に対する給付金に関する国の契約義務の不十分な表示
　身体障害者に対する給付金の受益者に対する国の契約義務の未計上により，約120億ユーロの
引当金不足が発生している。この給付金の財源は国にあるが，支払いは他の窓口機関によって行
われる。受給資格は身体障害者の権利と自立の委員会と社会保険の事務局で審査を受け，受給者
の収入だけが毎年調査される。この制度に基づく身体障害者に対する給付金の国の経費と社会保
険に対する負債は2009年度でそれぞれ62億ユーロと11億ユーロに上る。この制度に関する国
の複数年の契約義務に関しては国の財務諸表の注記に記載があるものの，2009年度に備忘目的
で3億ユーロが計上されているにすぎない。
　この制度に関する国の契約義務の期間は身体障害者の権利と自立の委員会によって定められて
おり，障害の程度が8割に及ぶ場合は5年から10年，そうでなければ毎年の収入調査で決定さ
れる。定期的な収入調査によって契約義務の期間が決まるからといって，その引き当てが困難に
なる理由とはならない。受給が終了する人の割合は，時間の経過とともに大きな変動のない単純
なものであり，受給期間も2006年度の資料から，障害率が50％から80％の者は平均3．5年，80
％以上の者は平均5．4年というように，統計的に推測可能であり，それに対応して引当金も計上
可能である。またこの契約義務による国の財源の流出の可能性は高くその代償もない。
　⑤住宅補助に関する国の契約義務の不十分な表示
　住宅補助は社会保険口座から振り込まれるが，振り込みは住宅補助国家基金によって行われてい
る。この基金は国の赤字補填と家族給付国家金庫（Caisse・nationale　des・allocations・familiales）
の拠出金，企業の負担となる社会保険金およびたばこ税の一部拠出によって賄われている。国の
負担分は2009年度で調整費用と調整負債でそれぞれ57億ユーロと5億ユーロに上るが，注記に
複数年の契約義務があると説明され期末に備忘目的で3億ユーロが引き当てられているにすぎな
いo
　住宅補助の期間の明示はなく，収入などの受給の条件さえ満たしていれば期間の制限はない。
また国の財源の流出の可能性は高くその代償もない。国の契約義務の期間が住居の購入者につい
ては住宅ローンの期間に限定されるが，場合によっては本人の死亡まで続く。しかし住宅ローン
の早期返済や家庭の状況の好転または条件を満たさない新規住宅の購入などによって，契約義務
の期間が短縮されることも十分ある。受給者の死亡年齢の見積もりは不可能であるが，それ以外
については契約責任の期間の見積もりは十分可能である。
　この契約義務の期間は身体障害者に対する給付金より少し長めであるが，受給者の数の推移や
平均的受給額の変動は大きくない。会計基準は引当金の計上に将来的な財源の流出に関する絶対
的に正確な見積もりを求あていない。受給者の収入の推移など多少の変動要因があっても，それ
が引当金の計上を不可能にする理由とはならない。身体障害者に対する給付金や住宅補助は明確
な定義に基づいた社会福祉給付金であり，国が唯一または主な財源の責任者である。社会保険と
はまったく別のものであり，保険者に対する給付を引当金として計上することを求める前例とは
ならない。
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　⑥残業時間の社会保険料の免除における不適正な会計処理
　残業時間の社会保険料の免除から財源不足が生じた場合には，社会保険機関の勘定ではそれを
前受収益として処理し，国の勘定では未払費用として処理している。しかしこの事象は経過勘定
とは関係がなく，前受金と未払金と処理すべきであり，金額が2億9，300万ユーロにも上るが，
注記にもその旨の記述がない。
　⑦債務減免と発展開発に関する契約の不適正な会計処理
　債務の多い発展途上国に対して債務を減免する目的で国が追加の助成をする場合がある。この
恩恵を受けた国は形式的には従来通りの形で債務の返済をすることになるが，債務の減免に見合
う援助金を貧困対策の融資という形で受け取ることができる。これについての会計は，第3国に
対する債権を減損するという形で処理されている。しかし「相殺禁止の原則」を正しく遵守する
のであれば，債権の消去と投資目的の新しい資金の供与という形に分割して処理すべきである。
また債権の減損という会計処理はその補償が常にあるという場合には不適である。補償は調整費
用として計上すべきでありその引当額は2009年末で3億9，200万ユーロになる。
　⑧注記に開示される情報の不十分性
　「サービスが完了していない取引に関する予算上の契約義務」という注記には，プログラム別
ではなく，項目とミッション別にしか繰延可能で今後使われる費用が計上されていない。またミッ
ションやプログラムごとに未払費用や前払費用が計上されていない。この表記では，国の財務諸
表の利用者が，契約義務の承認の予算の繰延と通常の未払費用とを区別するのは困難である。こ
の問題があるプログラムは20に及び金額の不足額は33億ユーロに達する。国の会計基準12の
4．1㈹によれば，重要な引当金についてはその計算・分類方法と有効期限を注記に開示されなけ
ればならないが，ほんの一部について将来的に財源の流出があることだけが見積もられているに
すぎない。国が認識すべき法律的義務が多岐にわたる現在においてこの項目について詳細な開示
が必要不可欠である。
3　リスク性引当金の計上の不十分性
　国が直面する多面的なリスクに対して，リスク性の引当金の計上または国の会計基準13の
1．1に準拠して（48）注記への記載を求めている。また引当金の計上義務は財源の流出にかなり先だっ
て発生し，裁判の開始や判決などと必ずしも対応しない。2007年度末に計上されたリスク性引
当金の額は65億ユーロとなり，そのうちの51億ユーロが訴訟引当金である。
　2006年度の決算では訴訟引当金は中央の分しか計上されていなかったが，2007年度には地方
の分にも及んでいる。しかし省庁によって進展具合に差があり，県のレベルでは中央と同基準の
処理がされず遅れが目立つ。税務係争引当金の計上の網羅性や延滞利子が考慮されない金額評価
にも問題がある。国庫が負担することになる係争案件やヨーロッパ人権法廷の係争案件について
（47）　Ibid．，　p．172．
（48）　1bid．，　p．178．
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は調査がない。また訴訟以外のリスクについてはなお網羅的な会計処理の対象となっていない。
以上の理由から2007年度に重要な除外事項が付されたが，2008年度に解決が図られたとして除
外事項は解除された。
孤　収益その他の監査
1　統治権的収益の会計処理の特色
　統治権的収益（produit　r6galien）は国の各種の税金や罰金からの収益を指し，手数料などの
経常収益とは区別され統治権的収益計算書に計上される。公会計基準3のII．2（49）が示すように，
税金の受領の時点でなく，権利が発生した時点を統治権的収益の認識の基準とし，税金の減少の
便宜が与えられる場合には，国にその義務が発生した時点で，引当金または未払費用を計上しな
ければならない。税務係争引当金の計上義務は税務審判や裁判の開始または判決とは独立して認
識されるべきである。統治権的収益の会計処理について2006年度から4年連続で重要な除外事
項が付されている。
2　統治権的収益の会計処理の不備
　（1）2006年度
　税金の減少の便宜を受ける納税者に対する国の負債は，支払い超過の付加価値税と，研究費や
特別区の投資に対する税金控除，および赤字の繰り延べなど法人税に関するものがある。現金主
義の会計処理を基礎にした現在の税務システムではこの要請に十分に応えることができず，行政
当局の努力にもかかわらず，法人税と付加価値税とも網羅性や正確性に問題があり，それに対す
る40億ユーロの引当金や，95億ユーロの未払費用の計上には大きな不確実性がある。付加価値
税については，還付要求のあったものしか確認できず，納税者が将来の納税の際に利用できる場
合については調査がなかった。法人税上の赤字については，無期限に繰り延べ可能で，業績の改
善の際に税金の減少につながる分の引当金が計上されていない。
　（2）2007年度
　2006年度と同様に，法人税の税務会計上の赤字の繰り延べから発生する税収の減少に対する
引当金が計上されていない。なおこれについては2008年度に除外事項がはずされた。検査院の
要求により，税務係争引当金の統計的評価・繰り延べ可能な税金の債務計上・税務収益と費用の
中間精算など，権利と義務の発生に基づいた会計の改革が実施された。しかし網羅性・期間分離・
正確性・包括的な評価という観点から，支払命令者から会計官の会計処理に到る会計統制の整備
に不備が残る。システムの不備から納付期日による収益の認識が行われ未収収益の計上がほとん
（49）　Comit6　des　norms　de　comptabilit6　publique（2009），　pp．54－56．
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どされていない。
　表記の規則がないため，引当金の計上や取り崩しの表記に非整合性があり金額の過小評価や過
大評価が生じており，なかには税務債務が表記されていない税もあった。税務債権や税務違反の
罰金の引当額は期末に内訳なしでまとめて計上されており，計上された債権と納税台帳による個
人の未払いのリストの間に乖離がある。
　会計処理の証拠書類は，評価・期間帰属の決定・表示をチェックする基礎資料となるが，多く
の場合検査院に提出されず，財務諸表の作成者の手にもなく，支払命令者のもとを探すか検査院
が再作成する必要があった。職業税や個人の所得税に関しては，システムの自動処理を受けたも
のすべてについて，証拠書類によるチェックがなかった。会計処理の正当性の証明は個々の記帳
のレベルに限定され，その後の収支のバランスにまでは到っていない。この不備のたあに監査範
囲の限定という犠牲を払いつつも，330億ユーロに上る修正と再分類を検査院は求めている。
　（3）2008年度
　統治権的収益の管理と統制は，大量のデータの統合という情報処理と，大きな金額になる限ら
れた項目についてのみ年度末に会計処理をするという特殊性があるが，情報処理に関する規定と
出力システムのデータについて文書化がないという問題があった。大部分の未収収益は現金主義
による認識で権利発生の原則によるものではなく，検査院の修正額だけでも16億ユーロに達し
た。また適正な期間帰属の調査をせずに，次年度の1月に計上される収益が一律に未収収益とさ
れていた。
　国によって徴収され地方自治体などに配分される税金は，未払費用として計上されるが，パラ
メータによる評価がされており，配分先の取り分を正確に示すことができず，年度末の簿外手続
による修正が原因で省略や誤謬が多い。これらの税金は，注記で3，467億ユーロが国に徴収され
1，366億ユーロが配分されたとするが，手作業による集計であり，全体の75％しか補填されてお
らず，網羅性に問題を残す。なお税の配付状況の年度比較ができる情報の開示が注記にない。項
目リストを使った会計処理の事前チェックに不備があり，再配分される収益に重要な金額になる
二重記帳があった。不十分な統制手段のために，リスク調査に網羅性が欠けたり不必要なリスク
が付加されたりして，罰金減損引当金の計上に誤謬が生じている。
　2007年度と同様に，会計データと管理データの突合が不十分で，計上された債権と個人の納
税者名簿の未払費用の額に整合性がない。税務係争引当金の見積もりにも不確実性がある。証拠
書類についても，支払命令者まで調査を遡ったものや検査院自らが作成したものが相変わらずあ
る。繰り延べられる税務負債や付加価値税に関する債務額は19億ユーロになるが，金額そのも
のや債権の引当金の割合，および付加価値税に関する税務債務の会計処理方法についても問題が
ある。リスク性の引当金の計上は2008年度末で100億ユーロに上り，税務係争引当金が60億ユー
ロを占めるが，その額はさらに膨らむ可能性がある。
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　（4）2009年度
　①高い固有リスク
　2009年度末で統治権的収益の純額は2，410億ユーロに達し，税金未納者に対する債権は440億
ユーロ，その債務は170億ユーロと巨額である。統治権的収益の管理と統制状況は，巨額の額を
取り扱う情報システムと，記帳全体の1％を占め，統治権的収益勘定のフロー全体の27％になる
手作業を基礎とし，手作業の部分には高いリスクが存在する。2009年度末に調査の対象となっ
た金額は成果計算書と貸借対照表においてそれぞれ141億ユーロと65億ユーロに上る。その額
の巨大さが網羅性と評価の正確性および収益と費用の期間帰属決定のリスクの源泉であり，税務
当局や納税の処理方法が収益を権利発生の原則ではなく，現金主義で計上することがその主な理
由となる。税制改変の頻繁さやその複雑化以外にも，インターネットなどの自動的な徴税手続が
逆に還付や修正手続を複雑にしている。
　②　税務検査の不備
　部分的に前受けしてしまった収益の評価が不確実で，その金額は2009年度で28億ユーロにな
る。税務検査を受けて計上された127億ユーロ（2008年度）の収益に信頼性がなく，検査手続
の統一化の欠如が収益の計上の網羅性にも問題を投げかける。期末に計上された税金未納者に対
する債権は，取り立て不能な場合に備えて減損の対象になるが，3年間同率で減損処理されてお
り，最近の経済危機を踏まえたものになっていない。
　③証拠書類の不足
　会計上の計上を正当化する証拠書類が不十分で不適切であり，記帳の元となる証拠書類にたど
りつくのは容易でない。特にその問題は手作業のもので深刻である。事前に提出すべき納税者名
簿の要約についても，検査院の監査の終了後に提出され，個人の納税者については提出資料の匿
名化も課題となる。情報システムのデータと会計上の数字を突合するシステムや2009年度末に
10億ユーロと見積もられた延滞利息を評価するシステムが導入されたが，処理過程を｛府鰍する
ことはなお困難である。
　④　現金支出の調査の不備
　幾つかの納税手続に関する情報が会計上未処理であり，注記にも表示されていない。例えば，
現金支出となっていない，税金未納者が差し出した担保の評価と税関や間接税の罰金の未徴収分
について貸借対照表に計上がない。それらは36億ユーロになる。
　⑤注記の表示の不備
　国は地方自治体や社会保険などに配分される税金を徴収する。検査院の要求により，これにつ
いての情報が「良質の情報の原則」に従って2008年度から注記されるようになった。国と配分
先の配分額はそれぞれ2，580億ユーロと1，440億ユーロとなり，金額も権利と義務の発生を基準
とする会計処理の観点からは改善しているが，手作業である点で網羅性になお問題を残す。さら
に配分額については徴収費用などの未計上があり，配分の推移を傭鰍できる年度比較が可能な情
報の表示がない。
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3　金融商品に関する会計処理の不備
　（1）国債経費削減のための金利スワップの会計処理
　経済・財務・産業省は2001年に，国債の金利費用を削減するために金利スワップを使うこと
に踏み切った。金利スワップによって，10年の高い固定金利の支払いを，変動金利であるが6
カ月のより安い短期金利の支払いで済ませることができる。さらに国は変動金利のリスクを避け
るために，もう1つの金利スワップ契約を結び，最終的には2年の固定金利の支払いで済ませ
ることができる。この取引については簿外取引としての開示があり，近年短期と長期の金利差が
縮まり逆転の傾向もあるが，2006年度は46億6，010万円の黒字となっている。
　この金融商品については一定の条件を満たせば簿外での計上が認められるが，次の2点からそ
の条件を満たしていないとされた。第1点は，金利スワップにおける金利の改定が，2つの契約
を組み合わせていることから，6カ月と2年ごとにあり，公債の償還期限の10年と一致してい
ない。また短期金利が長期金利より常に低いという前提も条件として不十分である。第2点はこ
の金融商品を運営管理する手続に妥当性がないことである。
　この指摘を受けて国の会計基準が改正され，国の会計基準11の2．2．1．1．2（5°）では次の2つの
条件を満たすことが要求された。第1は経済・財務・産業省の意思決定であり，第2は市場のパ
ラメータの大きな変動やシュミレーションした仮説が成立しない場合のリスクの定期的評価，金
利のリスクを評価するパラメータや仮説の妥当性と整合性の定期的検証，およびこの2つの統制
措置の結果を管轄部局に対して伝達するという，3つの条件を満たすことである。この結果，
2006年度の重要な除外事項は，会計基準の条件を満たすとして2007年度に解除された。
4　最高権力府の監査の不備
　2006年度では，財政上の独立から，国民議会・元老院・大統領府・憲法審査会などの勘定が
国の勘定に部分的にしか結合されておらず，会計基準も異なり，勘定の内部監査も実施されてい
ないと除外事項が付されていたが，2007年度に解決済みとして解除された。なお2009年度につ
いては，元老院と国民議会の会計および憲法評議会と会計検査院を含めた財政裁判所の監査は公
認会計士協会高等評議会に任命された会計事務所が担当し，大統領府の監査については検査院が
担当している。
1皿　む　す　び
　フランスにおける財務諸表の作成上の課題は，第1に，本来会計検査院の監査証明の対象外に
なるはずの，会計システムや内部統制の不備であり，この2項目について多数の問題の指摘が会
（50）　Ibid．，　p．157．
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計検査院によってされている。特に問題となるのが手作業による決算処理と期末の帳簿の帳尻合
わせである。
　フランスの会計検査院による財務書類の監査証明では，最新のリスク・アプローチが採用され
ている。まず期中監査において，適用されている会計規則の検査と内部統制の整備状況から，重
要な虚偽表示のリスクが見積もられる。期末監査では期中監査の結果を受けて，内部統制の運用
状況を検査し，重要な虚偽表示のリスクの再評価とそれに適した試査が選択されている。またフ
ランスの会計検査院は，財務諸表の監査証明に関して，会計システムと内部統制の整備を特に重
視した姿勢を示し，除外事項として指摘された不備は，結局のところ会計システムと内部統制の
不備であるという暗示さえある。フランスでは，内部統制と財務諸表の監査が一体としてとらえ
られていると解釈できるかもしれない。
　しかし現実を見ると，内部統制の組織作りの遅れを原因とする統制環境の不備や，会計システ
ムの不調から来る情報と伝達やITへの対応の不備，さらには不適切なデータや資料の欠如を起
因とする統制活動の制限やリスクの評価と対応の不備など，内部統制の整備状況には課題が多く，
内部監査の未整備から，モニタリングという内部統制の日常的な点検は思いもつかない状況であ
る。
　第2の課題は資産の調査・測定の問題である。資産の正確な把握と評価は，公務員のコスト意
識を築く大前提になるはずである。しかし資産が一端手渡されると，その後のことは何も知らな
いという態度は，防衛省の棚卸資産の管理にまさに典型的に表れている。在庫が大量に残ってい
るものの減耗損や在庫残高に関係ない無秩序な発注の危険性を考えると，コスト意識が発現した
とするには余りにも無理がある。
　第3の課題が，現金主義に対する信奉から抜けられず，発生主義の導入の意義が関係者に十分
に浸透していない点である。調整費用や統治権的収益に関する経過勘定の処理の不備が到るとこ
ろに見られ，場合によっては，検査院の批判を免れるために，無理やり経過勘定を計上すること
さえ見受けられる。特にこの間題は，発生の確実性の程度が未払費用よりやや低い引当金の評価
においてその頂点に達している。発生主義による費用の認識はリスクの先取りを意味する。プロ
グラム予算においては，プログラムの進捗状況を，予算の執行ではなく予算執行の必要性が発生
した段階で的確に把握することが可能になる。しかし会計検査院の指摘を見る限り，その点が十
分に生かされているとは言い難い。
　第4の課題は国の資本参加をどこまで財務諸表に含めるかである。現在の財務諸表はあくまで
個別決算であり，国が「支配力」を有する実体に関しては金融資産として結合が図られる。会計
検査院は，金融資産として結合すべき各種の外郭団体を国の会計基準によって明確化することを
求めている。これは，将来の連結決算の導入を見据えた態度と言ってもよい。特にフランス外国
保険貿易会社や預金共託金庫の特別会計を，投資事業組合と同様な観点から国の財務諸表に計上
すべきとした先進的判断は，その意図の表れであろう。
　我が国において財務諸表の監査証明を実施する場合にも，上に指摘した4つの課題は，財務諸
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表の作成者が必ず最初に突き当たる壁であることは間違いない。Huby（2009）が指摘するよう
に（51），財務諸表の作成者の公財務局にとって，会計検査院の監査証明は「会計改革という牛を押
す突棒」であり，中央各省庁の政策運営の透明化を図る手段でもある。
　会計検査院は，時には国債経費削減のための金利スワップの会計処理の不備を指摘しながら，
国の会計基準そのものの改正を促し，時には社会負債償却金庫の結合の問題において，監査の対
象外であるはずの社会保険の会計の整備についても言及する。監査証明の除外事項において問題
点の指摘に改善がない場合には，年度を追うごとに問題の取り上げ方を大きくして，問題の解決
を強く促す。会計改革の旗振り役としてフランスの会計検査院が示した教育的・啓蒙的な姿勢は，
我が国の会計検査院が財務諸表の監査証明を実施する際にも重要な参考となるであろう。
　我が国の会計検査院の監査が指摘型から保証型の監査に転換するためには，国の財務諸表がそ
の財政状況や財産に関する客観的な全体像を表していることを証明する必要に迫られる。LOLF
の提案者の1人である元老院議員のランベールの指摘では，「忠実な写像」の証明は，政府が予
算執行の状況について把握可能な範囲で事実を表明していることを確認する「誠実性」を証明し
ただけでは不十分であった（52）。
　「忠実な写像」の証明のためには，政府部内の会計の流れを｛府鰍できる統一した会計システム
の導入が不可欠である。フランスの会計検査院の2009年度の監査証明では，財務関連の省庁が
保有している内部制作ソフトウェアが8億ユーロに上るとしている。この大半が会計システムの
構築に関するものと考えられ，そのコストは膨大である。しかも鳴り物入りで導入された会計シ
ステムにも不備が多く，未だに膨大な手作業が必要とされ，その効力に大きな疑問符が付いたま
まである。保証型の監査の導入には，コスト負担も含あた相当な覚悟を必要とする。
　最後に，会計検査院の正規の職員の地位は司法官（magistrat）であり，罷免拒否権（ina－
movible）があり，我が国よりもエリート意識が高く，監査の外部委託やピアレビューの実施は
まだ想定しにくい現実がある。しかしフランスの会計検査院は，立法府である議会と最高司法府
に当たる憲法審査会および財政裁判所である自らの監査を，民間の会計事務所に委託した。これ
は，会計検査院が行政機関であり，立法府と司法府の独立性を考えて監査を第三者に任せたとす
るのが通常の理解であるが，新しい監査方式の模索が行われているとも解釈できる。
　かつてフランスでは政権交代で野党となる政党の大物政治家が会計検査院長に就き，新政権に
睨みを利かすという，会計検査院の政治的な利用が批判された時もあった。しかし現在はLOLF
の提案者の1人で国民議会議員のミゴーが検査院長に就任し，実務的な改革路線が踏襲されてい
る。その点からも，フランスの会計検査院の動向は我が国にとっても目の離せない存在であるこ
とは間違いない。
（51）　Huby（2009），　p．282．
（52）加藤（2002），36頁
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